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議案



議案 議案第 号

令和７年度寝屋川市水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和７年度寝屋川市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水 道 事 業 収 益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第３項 特 別 利 益 千円

支 出

第１款 水 道 事 業 費 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 特 別 損 失 千円

第４項 予 備 費 千円

⑴ 給 水 戸 数 戸

⑵ 年 間 総 給 水 量 ｍ

⑶ １ 日 平 均 給 水 量 ｍ

⑷ 主 要 な 建 設 改 良 事 業

施 設 等 整 備 事 業 事業費 千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 千円は、建設改良積立金 千円、消費税及び地

方消費税資本的収支調整額 千円、損益勘定留保資金 千円で補てんする

ものとする。）。

収 入

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 他 会 計 出 資 金 千円

第３項

第４項

工 事 負 担 金

固定資産売却代金

千円

千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

旧取水施設撤去事業

（導水管）
令和８年度 千円

水道管路耐震化事業

（緑町地区外２路線）

令和７年度から

令和８年度まで
千円

給水車購入
令和７年度から

令和８年度まで
千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 千円は、建設改良積立金 千円、消費税及び地

方消費税資本的収支調整額 千円、損益勘定留保資金 千円で補てんする

ものとする。）。

収 入

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 他 会 計 出 資 金 千円

第３項

第４項

工 事 負 担 金

固定資産売却代金

千円

千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

旧取水施設撤去事業

（導水管）
令和８年度 千円

水道管路耐震化事業

（緑町地区外２路線）

令和７年度から

令和８年度まで
千円

給水車購入
令和７年度から

令和８年度まで
千円

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

施設等整備

事 業
千円

普通貸借（証

書借入）又は

証券発行の

方法により

政府その他

から起債す

る。

年

％

以 内

借入の日から 年以内（内据置５

年以内）に元利均等償還、元金均

等償還によって年賦又は半年賦償

還をする。ただし、借入先の融通

条件がある場合、その条件に従う

ことができる。また企業財政の都

合により償還期限及び据置期間を

短縮し、もしくは繰上償還又は低

利に借換えることができる。

合 計 千円

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

⑴ 営業外費用に計上した消費税及び地方消費税に係る予算額不足を生じた場合におけ

る同一款内での各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

⑴ 職 員 給 与 費 千円
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令和７年２月 日 提出

寝屋川市長 広 瀬 慶 輔

（目）原水及び条水費の材料費（直購入分） 円は課税扱いのため

入れない
（目）配水及び給水費
材料費（貯蔵品出庫分）： 円×

材料費（直購入分）：課税扱いのため入れない
（目）受託工事費
給水管補修材料費（貯蔵品出庫分）： 円×

（目）その他営業費用
材料売却原価： 円×

（計） 円
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令和７年２月 日 提出

寝屋川市長 広 瀬 慶 輔

（目）原水及び条水費の材料費（直購入分） 円は課税扱いのため

入れない
（目）配水及び給水費

材料費（貯蔵品出庫分）： 円×

材料費（直購入分）：課税扱いのため入れない
（目）受託工事費

給水管補修材料費（貯蔵品出庫分）： 円×

（目）その他営業費用
材料売却原価： 円×

（計） 円

予 算 に 関 す る 説 明 書
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予 定 額 備　　考

水 道
事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益 水道料金

受 託 工 事 収 益
給水装置の新設及び改造
工事、配水管工事収益

そ の 他 営 業 収 益
竣工検査、設計審査手数
料、下水道使用料徴収事
務負担金等

営業外収益

受 取 利 息 預金等利息

加 入 金
給水装置の新設、増口径
に係る加入金

長 期 前 受 金 戻 入 繰延収益の償却

雑 収 益 行政財産使用料等

他 会 計 負 担 金
水道料金基本料金免除に
伴う一般会計からの負担
金

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 固定資産売却に係る収益

令和７年度寝屋川市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

(単位：千円)

款 項 目

　[収　入]
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予 定 額 備　　考

水 道
事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益 水道料金

受 託 工 事 収 益
給水装置の新設及び改造
工事、配水管工事収益

そ の 他 営 業 収 益
竣工検査、設計審査手数
料、下水道使用料徴収事
務負担金等

営業外収益

受 取 利 息 預金等利息

加 入 金
給水装置の新設、増口径
に係る加入金

長 期 前 受 金 戻 入 繰延収益の償却

雑 収 益 行政財産使用料等

他 会 計 負 担 金
水道料金基本料金免除に
伴う一般会計からの負担
金

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 固定資産売却に係る収益

令和７年度寝屋川市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

(単位：千円)

款 項 目

　[収　入]

予 定 額 備　　考

水 道
事 業 費

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費
配水池等の作業費及び維持
費用、動力費、薬品費、受
水費等の事業費用

配 水 及 び 給 水 費
水道管路の維持管理に要
する費用

受 託 工 事 費
水道管の移設等受託工事
費用

業 務 費
検針、水道料金調定、徴
収、収納業務に要する費
用

総 係 費
事業活動の全般に関連す
る費用

減 価 償 却 費 固定資産減価償却費用

資 産 減 耗 費 固定資産除却費用

営業外費用

支 払 利 息
企業債、一時借入金及び
リース資産の利息

雑 支 出 過年度加入金還付金等

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消費税及び地方消費税

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 固定資産売却に係る損失

そ の 他 特 別 損 失 旧取水施設撤去事業

予 備 費

予 備 費 予備費

　[支　出]
(単位：千円)

款 項 目

－ 7 －



予 定 額 備　　考

資本的収入

企 業 債

企 業 債 施設等整備事業債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 出 資 金
繰出基準に基づく一般
会計からの出資金

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

消火栓設置工事負担金、
京阪本線連続立体交差事
業に伴う水道管移設工事
負担金

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

固定資産売却代金

資本的収入及び支出

　[収　入]
(単位：千円)

款 項 目
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予 定 額 備　　考

資本的収入

企 業 債

企 業 債 施設等整備事業債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 出 資 金
繰出基準に基づく一般
会計からの出資金

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

消火栓設置工事負担金、
京阪本線連続立体交差事
業に伴う水道管移設工事
負担金

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

固定資産売却代金

資本的収入及び支出

　[収　入]
(単位：千円)

款 項 目 予 定 額 備　　考

資本的支出

建 設 改 良 費

事 務 費
建設改良事業等に要す
る事務費

施 設 等 整 備 費 整備事業費

配 水 設 備 費 配水設備改良費

営 業 設 備 費
貸付及び取替に要する
量水器費

固定資産購入費 リース資産購入費等

企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金 企業債元金償還金

　[支　出]
(単位：千円)

款 項 目
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(単位：千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　  　当年度純損失（△） △ 179,423

　  　減価償却費

　 　 資産減耗費

　 　 賞与引当金の増減額（△は減少） △ 122

　 　 法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 19

　 　 退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　  貸倒引当金の増減額（△は減少）

 　 　長期前受金戻入額 △ 34,148

 　 　受取利息 △ 11,004

 　 　支払利息

   　 未収金の増減額（△は増加） △ 108,157

　 　 未払金の増減額（△は減少）

　  　固定資産売却損

　　　小計

　　  利息の受領額

　　  利息の支払額 △ 118,745

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　    有形固定資産の取得による支出 △ 1,223,848

　    有形固定資産の売却による収入

　 　 工事負担金等による収入

　　  貸付による支出 △ 3,500,000

　　  貸付金の回収による収入

    　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,190,778

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　  建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　  建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 480,793

　　　一般会計からの出資による収入

　　  リース債務の返済による支出 △ 1,349

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額 △ 515,029

　　資金期首残高

　　資金期末残高

令和７年度寝屋川市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで)
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(単位：千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　  　当年度純損失（△） △ 179,423

　  　減価償却費

　 　 資産減耗費

　 　 賞与引当金の増減額（△は減少） △ 122

　 　 法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 19

　 　 退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　  貸倒引当金の増減額（△は減少）

 　 　長期前受金戻入額 △ 34,148

 　 　受取利息 △ 11,004

 　 　支払利息

   　 未収金の増減額（△は増加） △ 108,157

　 　 未払金の増減額（△は減少）

　  　固定資産売却損

　　　小計

　　  利息の受領額

　　  利息の支払額 △ 118,745

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　    有形固定資産の取得による支出 △ 1,223,848

　    有形固定資産の売却による収入

　 　 工事負担金等による収入

　　  貸付による支出 △ 3,500,000

　　  貸付金の回収による収入

    　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,190,778

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　  建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　  建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 480,793

　　　一般会計からの出資による収入

　　  リース債務の返済による支出 △ 1,349

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額 △ 515,029

　　資金期首残高

　　資金期末残高

令和７年度寝屋川市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで)

特別職 一般職 報酬 給料 手当
賞与引当金

繰入額
計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2)　1 △ 2,709

(　　)内は、短時間勤務職員（再任用職員、任期付職員、会計年度任用職員）で外書き

地域手当 扶養手当
管理職
手当

住居手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当
管理職員特
別勤務手当

時間外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

比　　較 △ 180 △ 102 △ 88

　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報酬 給料 手当
賞与引当金

繰入額
計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 2,709

(　　)内は、短時間勤務職員（再任用職員、任期付職員）で外書き

地域手当 扶養手当
管理職
手当

住居手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当
管理職員特
別勤務手当

時間外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

比　　較 △ 180 △ 102 △ 128

　イ　会計年度任用職員

報酬 給料 手当
賞与引当金

繰入額
計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(　　)内は、短時間勤務職員で外書き

期末手当 勤勉手当 通勤手当

（千円） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

比　　較

手
当
の
内
訳

区　　分

区　　　　分

（人）

法定福利費

本 年 度

前 年 度

比　　較

職　員　数
法定福利費

引当金
繰入額

退職給付費

合　計

本 年 度

前 年 度

比　　較

手
当
の
内
訳

区　　分

合　計
給　　　与　　　費

退職給付費 合　計

区　　　　分

職　員　数 給　　　与　　　費
法定福利費

法定福利費
引当金
繰入額

退職給付費

本 年 度

前 年 度

手
当
の
内
訳

区　　分

比　　較

給   与   費   明   細   書

１　総　　括

区　　　　分

職　員　数 給　　　与　　　費
法定福利費

法定福利費
引当金
繰入額

－ 11 －



(3) 級別職員数

 (　　)内は、再任用短時間勤務職員で外書き

（級別の標準的な職務内容）

区　　　分

５　　　　級 ７　　　　級

係 長

８　　　　級

課 長 代 理 課 長 次 長

理 事

局 長

企　業　職  
級

１　　　　級

６　　　　級

２　　　　級

１　　　　級

６　　　　級

２　　　　級

７　　　　級

８　　　　級

職員数（人） 構成比（％）

４　　　　級

計

３　　　　級

６　　　　級

５　　　　級

企  業  職
２級以上に格付けされ
ない職員の職務

３級以上に格付けされ
ない職員の職務

副 係 長

４　　　　級

５　　　　級

７　　　　級

区　　　　　　　　分

令和６年１月１日現在

８　　　　級

計

３　　　　級

４　　　　級

令和７年１月１日現在

１　　　　級

２　　　　級

３　　　　級

２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額

（千円）

３　給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

(2) 初任給

高校卒

大学卒

技能労務職(円)

企　業　職

その他の増減分

企　業　職

（円）

・職員変動等による増減分

45歳11か月

　平均年齢

　平均給料月額

平均定期昇給率　0.82％

説　　　　明

・令和６年４月改定による    3,164
  増減分
・令和７年４月改定による       25
  増減分

備　　　　考

給料表改定の状況
　前年度　給与改定率　2.18％

一 般 会 計 の 制 度

　平均給料月額

区 分

給　料

給与改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

区 分

令和６年１月１日現在

　平均給与月額

　平均給与月額

令和７年１月１日現在

　平均年齢

46歳４か月

一般行政職(円)

・一般職
　期末手当　年間2.45→2.50
　勤勉手当　年間2.05→2.10

・期末・勤勉手当増分　　　　3,042
・扶養手当見直しによる　　　 △78
  増減分

区　　　　　　分

手　当

・昇給に伴うはねかえりに  　  104
  よる増分
・職員変動等による増減分  　1,884

制度改正に伴う
増減分
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(3) 級別職員数

 (　　)内は、再任用短時間勤務職員で外書き

（級別の標準的な職務内容）

区　　　分

５　　　　級 ７　　　　級

係 長

８　　　　級

課 長 代 理 課 長 次 長

理 事

局 長

企　業　職  
級

１　　　　級

６　　　　級

２　　　　級

１　　　　級

６　　　　級

２　　　　級

７　　　　級

８　　　　級

職員数（人） 構成比（％）

４　　　　級

計

３　　　　級

６　　　　級

５　　　　級

企  業  職
２級以上に格付けされ
ない職員の職務

３級以上に格付けされ
ない職員の職務

副 係 長

４　　　　級

５　　　　級

７　　　　級

区　　　　　　　　分

令和６年１月１日現在

８　　　　級

計

３　　　　級

４　　　　級

令和７年１月１日現在

１　　　　級

２　　　　級

３　　　　級

２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額

（千円）

３　給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

(2) 初任給

高校卒

大学卒

技能労務職(円)

企　業　職

その他の増減分

企　業　職

（円）

・職員変動等による増減分

45歳11か月

　平均年齢

　平均給料月額

平均定期昇給率　0.82％

説　　　　明

・令和６年４月改定による    3,164
  増減分
・令和７年４月改定による       25
  増減分

備　　　　考

給料表改定の状況
　前年度　給与改定率　2.18％

一 般 会 計 の 制 度

　平均給料月額

区 分

給　料

給与改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

区 分

令和６年１月１日現在

　平均給与月額

　平均給与月額

令和７年１月１日現在

　平均年齢

46歳４か月

一般行政職(円)

・一般職
　期末手当　年間2.45→2.50
　勤勉手当　年間2.05→2.10

・期末・勤勉手当増分　　　　3,042
・扶養手当見直しによる　　　 △78
  増減分

区　　　　　　分

手　当

・昇給に伴うはねかえりに  　  104
  よる増分
・職員変動等による増減分  　1,884

制度改正に伴う
増減分
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(4) 昇給

企　業　職  

職　　員　　数　　（Ａ） （人）

昇給に係る職員数　（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

比率 　（Ｂ）　/　（Ａ）　　　 （％）

職　　員　　数　　（Ａ） （人）

昇給に係る職員数　（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

比率　 （Ｂ）　/　（Ａ）　　　 （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

区　　　　　　　　　　　　　　　分

号　給　数　別　内　訳

号　給　数　別　内　訳

前
　
　
　
年
　
　
　
度

－ 14 －



(5) 期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

（　　）内は、再任用職員の支給率である。

(6) 定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

定　年

定年前
早期

同　上 同　上 同　上 同　上 同　上

(7) その他の手当

前　　年　　度 有

支給率等

備 考

一般会計の制度 有

定年前早期退職
特例措置
(２%～45%加算)

通　勤　手　当

一般会計の制度との異同

同  　じ

同  　じ

同    じ

同  　じ

区　　　　分

一般会計の制度
（支給率等）

扶　養　手　当

地　域　手　当

住　居　手　当

区        分

備 考

本　　年　　度 有

区　　　　分
　  職制上の段階、職務の
　  級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率

－ 15 －



千円 千円 千円 千円

令和
－

－

－

計 －

１資本的支出 １建設改良費
明徳ポンプ
場送水ポン
プ更新工事

企業債
 損益勘定
 留保資金
 等

年度

継 続 費 に 関

款 項 事業名

全  体  計  画

年割額

左 の 財 源 内 訳

国　庫
補助金
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千円 千円 千円 千円

令和
－

－

－

計 －

１資本的支出 １建設改良費
明徳ポンプ
場送水ポン
プ更新工事

企業債
 損益勘定
 留保資金
 等

年度

継 続 費 に 関

款 項 事業名

全  体  計  画

年割額

左 の 財 源 内 訳

国　庫
補助金

千円 千円 千円 千円 千円 ％

－ － － － －
逓次繰越
63,525千円

－ － －

－ － －

－ －

す る 調 書

備  考

 前々年度末
 までの支払
 義務発生額

 前年度末ま
 での支払義
 務発生（見
 込）額

 当該年度支
 払義務発生
 予定額

 当該年度末
 までの支払
 義務発生予
 定額

 翌年度以降
 の支払義務
 発生予定額

 継続費の総
 額に対する
 進捗率

－ 17 －



期    間 金 額 期    間 金 額 企　業　債 国庫補助金
他会計
出資金

工事負担金
損益勘定
留保資金
等

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

水道メーター検針・水道料金
等徴収業務委託

令和５年度
～令和６年度

令和７年度
～令和９年度

－ － － －

送配水施設等運転管理業務委
託

令和５年度
～令和６年度

令和７年度
～令和９年度

－ － － －

水道料金システム設定業務委
託

令和６年度 令和７年度 － － － －

旧取水施設撤去工事委託
（国施行）

令和６年度 令和７年度 － － － －

経年管更新事業
（緑町地区外７路線）

令和６年度 令和７年度 －

（仮称）水道事業ビジョン策
定業務委託

－ － 令和７年度 － － － －

旧取水施設撤去事業
（導水管）

－ － 令和８年度 － － － －

水道管路耐震化事業
（緑町地区外２路線）

－ －
令和７年度
～令和８年度

－ －

給水車購入 － －
令和７年度
～令和８年度

－ －

債務負担行為に関する調書

事        項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生

見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

左　の　財　源　内　訳

－ 18 －



期    間 金 額 期    間 金 額 企　業　債 国庫補助金
他会計
出資金

工事負担金
損益勘定
留保資金
等

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

水道メーター検針・水道料金
等徴収業務委託

令和５年度
～令和６年度

令和７年度
～令和９年度

－ － － －

送配水施設等運転管理業務委
託

令和５年度
～令和６年度

令和７年度
～令和９年度

－ － － －

水道料金システム設定業務委
託

令和６年度 令和７年度 － － － －

旧取水施設撤去工事委託
（国施行）

令和６年度 令和７年度 － － － －

経年管更新事業
（緑町地区外７路線）

令和６年度 令和７年度 －

（仮称）水道事業ビジョン策
定業務委託

－ － 令和７年度 － － － －

旧取水施設撤去事業
（導水管）

－ － 令和８年度 － － － －

水道管路耐震化事業
（緑町地区外２路線）

－ －
令和７年度
～令和８年度

－ －

給水車購入 － －
令和７年度
～令和８年度

－ －

債務負担行為に関する調書

事        項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生

見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

左　の　財　源　内　訳

議案
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１　営業収益

(1) 給水収益

(2) 受託工事収益

(3) その他営業収益

２　営業費用

(1) 原水及び浄水費

(2) 配水及び給水費

(3) 受託工事費

(4) 業務費

(5) 総係費

(6) 減価償却費

(7) 資産減耗費

　　営業利益

３　営業外収益

(1) 受取利息

(2) 加入金

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益

(5) 他会計負担金

４　営業外費用

(1) 支払利息

(2) 雑支出

　　経常利益

５　特別利益

(1) 固定資産売却益

(2) その他特別利益

６　特別損失

(1) 固定資産売却損

(2) その他特別損失 △ 59,754

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　　その他未処分利益剰余金変動額

　　当年度未処分利益剰余金

(単位：千円)

令和６年度寝屋川市水道事業予定損益計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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１　営業収益

(1) 給水収益

(2) 受託工事収益

(3) その他営業収益

２　営業費用

(1) 原水及び浄水費

(2) 配水及び給水費

(3) 受託工事費

(4) 業務費

(5) 総係費

(6) 減価償却費

(7) 資産減耗費

　　営業利益

３　営業外収益

(1) 受取利息

(2) 加入金

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益

(5) 他会計負担金

４　営業外費用

(1) 支払利息

(2) 雑支出

　　経常利益

５　特別利益

(1) 固定資産売却益

(2) その他特別利益

６　特別損失

(1) 固定資産売却損

(2) その他特別損失 △ 59,754

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　　その他未処分利益剰余金変動額

　　当年度未処分利益剰余金

(単位：千円)

令和６年度寝屋川市水道事業予定損益計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

１　固定資産

(1) 有形固定資産

　イ  土地

　ロ  建物

　　  減価償却累計額 △ 1,367,202

　ハ  構築物

　　  減価償却累計額 △ 2,827,522

　ニ  導送配水管

　　  減価償却累計額 △ 12,703,721

　ホ  機械及び装置

　　  減価償却累計額 △ 4,987,042

　ヘ  工具器具備品

　　  減価償却累計額 △ 116,697

　ト  量水器

　　  減価償却累計額 △ 73,546

　チ  リース資産

　　  減価償却累計額

　リ  建設仮勘定

　　有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

　イ  電話加入権

　  無形固定資産合計

　  固定資産合計

２　流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

　  貸倒引当金 △ 9,517

(3) 短期貸付金

　  貸倒引当金

　　流動資産合計

　　資産合計

(単位：千円)

令和６年度寝屋川市水道事業予定貸借対照表

(令和７年３月31日現在）

資産の部
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３　固定負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) リース債務

(3) 引当金

　イ  退職給付引当金

　ロ  修繕引当金

　　引当金合計

　  固定負債合計

４　流動負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) リース債務

(3) 未払金

(4) 前受金

(5) 引当金

　イ  賞与引当金

　ロ  法定福利費引当金

  　引当金合計

(6) 預り金

　　流動負債合計

５　繰延収益

　　長期前受金

　　収益化累計額 △ 1,874,837

　　繰延収益合計

　　負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　イ  再評価積立金

　ロ  受贈財産評価額

　  資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　イ  減債積立金

　ロ  建設改良積立金

　ハ  当年度未処分利益剰余金

　　繰越未処分利益剰余金

　  その他未処分利益剰余金

　  当年度純利益

 　 利益剰余金合計

 　 剰余金合計

 　 資本合計

　　負債資本合計

負債の部

資本の部
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３　固定負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) リース債務

(3) 引当金

　イ  退職給付引当金

　ロ  修繕引当金

　　引当金合計

　  固定負債合計

４　流動負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) リース債務

(3) 未払金

(4) 前受金

(5) 引当金

　イ  賞与引当金

　ロ  法定福利費引当金

  　引当金合計

(6) 預り金

　　流動負債合計

５　繰延収益

　　長期前受金

　　収益化累計額 △ 1,874,837

　　繰延収益合計

　　負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　イ  再評価積立金

　ロ  受贈財産評価額

　  資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　イ  減債積立金

　ロ  建設改良積立金

　ハ  当年度未処分利益剰余金

　　繰越未処分利益剰余金

　  その他未処分利益剰余金

　  当年度純利益

 　 利益剰余金合計

 　 剰余金合計

 　 資本合計

　　負債資本合計

負債の部

資本の部

１　営業収益

(1) 給水収益

(2) 受託工事収益

(3) その他営業収益

２　営業費用

(1) 原水及び浄水費 　

(2) 配水及び給水費

(3) 受託工事費

(4) 業務費

(5) 総係費

(6) 減価償却費

(7) 資産減耗費

　　営業損失

３　営業外収益

(1) 受取利息

(2) 加入金

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益

(5) 他会計負担金

４　営業外費用

(1) 支払利息

(2) 雑支出

　　経常利益

５　特別利益

(1) 固定資産売却益

６　特別損失

(1) 固定資産売却損

(2) その他特別損失 △ 356,845

７　予備費

(1) 予備費 △ 5,000

　　当年度純損失

　　前年度繰越利益剰余金

　　その他未処分利益剰余金変動額

　　当年度未処分利益剰余金

(単位：千円)

令和７年度寝屋川市水道事業予定損益計算書

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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１　固定資産

(1) 有形固定資産

　イ  土地

　ロ  建物

　　  減価償却累計額 △ 1,399,441

　ハ  構築物

　　  減価償却累計額 △ 2,908,378

　ニ  導送配水管

　　  減価償却累計額 △ 13,126,737

　ホ  機械及び装置

　　  減価償却累計額 △ 5,038,358

　ヘ  工具器具備品

　　  減価償却累計額 △ 120,312

　ト  量水器

　　  減価償却累計額 △ 87,651

　チ  リース資産

　　  減価償却累計額 △ 617

　リ  建設仮勘定

　　有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

　イ  電話加入権

　  無形固定資産合計

　  固定資産合計

２　流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

　  貸倒引当金 △ 9,673

(3) 短期貸付金

　  貸倒引当金

　　流動資産合計

　　資産合計

(単位：千円)

令和７年度寝屋川市水道事業予定貸借対照表

(令和８年３月31日現在）

資産の部
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１　固定資産

(1) 有形固定資産

　イ  土地

　ロ  建物

　　  減価償却累計額 △ 1,399,441

　ハ  構築物

　　  減価償却累計額 △ 2,908,378

　ニ  導送配水管

　　  減価償却累計額 △ 13,126,737

　ホ  機械及び装置

　　  減価償却累計額 △ 5,038,358

　ヘ  工具器具備品

　　  減価償却累計額 △ 120,312

　ト  量水器

　　  減価償却累計額 △ 87,651

　チ  リース資産

　　  減価償却累計額 △ 617

　リ  建設仮勘定

　　有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

　イ  電話加入権

　  無形固定資産合計

　  固定資産合計

２　流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

　  貸倒引当金 △ 9,673

(3) 短期貸付金

　  貸倒引当金

　　流動資産合計

　　資産合計

(単位：千円)

令和７年度寝屋川市水道事業予定貸借対照表

(令和８年３月31日現在）

資産の部

３　固定負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) リース債務

(3) 引当金

　イ  退職給付引当金

　ロ  修繕引当金

　　引当金合計

　  固定負債合計

４　流動負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) リース債務

(3) 未払金

(4) 前受金

(5) 引当金

　イ  賞与引当金

　ロ  法定福利費引当金

  　引当金合計

(6) 預り金

　　流動負債合計

５　繰延収益

　　長期前受金

　　収益化累計額 △ 1,908,985

　　繰延収益合計

　　負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　イ  再評価積立金

　ロ  受贈財産評価額

　  資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　イ  減債積立金

　ロ  建設改良積立金

　ハ  当年度未処分利益剰余金

　　繰越未処分利益剰余金

　　その他未処分利益剰余金

　  当年度純損失

 　 利益剰余金合計

 　 剰余金合計

 　 資本合計

　　負債資本合計

負債の部

資本の部
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注 記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。）

ア 減価償却の方法

定額法による。

イ 主な耐用年数

建物（建物附属設備を含む。）

施設用建物 ～ 年

構築物

受水池、配水池 年

弁類配管等 年

導送配水管

導送配水管 年

機械及び装置

ポンプ設備 年

電気設備 ～ 年

給水モニター 年

工具器具備品

事務用品 年

光学機器 ８ 年

⑵ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

２ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員（水道事業会計に在籍したことのある一般会計等在籍職員を含

む。）の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支

給額に相当する金額のうち、一般会計等が負担すると見込まれる金額

（ 円）を除き、水道事業会計が負担すると見込まれる金

額を計上している。
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注 記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。）

ア 減価償却の方法

定額法による。

イ 主な耐用年数

建物（建物附属設備を含む。）

施設用建物 ～ 年

構築物

受水池、配水池 年

弁類配管等 年

導送配水管

導送配水管 年

機械及び装置

ポンプ設備 年

電気設備 ～ 年

給水モニター 年

工具器具備品

事務用品 年

光学機器 ８ 年

⑵ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

２ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員（水道事業会計に在籍したことのある一般会計等在籍職員を含

む。）の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支

給額に相当する金額のうち、一般会計等が負担すると見込まれる金額

（ 円）を除き、水道事業会計が負担すると見込まれる金

額を計上している。

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備

えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の

負担に属する額（ 月から３月までの４か月分）を計上している。

⑶ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権、貸倒懸念債権、

破産更生債権等、それぞれの貸倒見込率に基づく回収不能見込額を計

上している。

Ⅱ 減損損失に関する注記

当年度において、以下の資産グループについて減損の兆候を認識してい

る。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 寝屋川市太秦中町 番２

遊休資産 土地 寝屋川市打上元町 番５外２筆

水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッ

シュ・フローを生成していることから、原則として全体を単一の資産グ

ループとしている。

また、遊休資産については個別資産ごとにグループ化している。

上記資産グループは、遊休資産であるため、減損の兆候を認識している

が、正味売却価額が帳簿価額を上回るため、減損損失は認識していない。

Ⅲ リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅳ その他

１ 引当金の取崩し

⑴ 退職給付引当金の取崩し

令和７年度において、退職手当を支給するため、退職給付引当金

円を取り崩す。
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⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る

法定福利費の支払のため、賞与引当金 円及び法定福利費

引当金 円を取り崩す。

⑶ 貸倒引当金の取崩し

令和７年度において、債権の不納欠損処理を実施するため、貸倒引

当金 円を取り崩す。
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⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る

法定福利費の支払のため、賞与引当金 円及び法定福利費

引当金 円を取り崩す。

⑶ 貸倒引当金の取崩し

令和７年度において、債権の不納欠損処理を実施するため、貸倒引

当金 円を取り崩す。

 

参 考 資 料

 

 

 
凡 例 
説明欄の節区分等の内訳については、下記のとおり略している。 

負 担 金…負 報 酬…報酬 災 害 補 償 費…災 旅 費…旅

福 利 厚 生 費…福厚 職 員 研 修 費…職研 報 償 費…報償 被 服 費…被

備 消 品 費…備消 印 刷 製 本 費…印 燃 料 費…燃 修 繕 費…修

動 力 費…動力 光 熱 水 費…光 食 糧 費…食 通 信 運 搬 費…通運

手 数 料…手 筆 耕 翻 訳 料…筆 保 険 料…保 交 通 費…交

委 託 料…委 賃 借 料…賃借 薬 品 費…薬 材 料 費…材

工 事 請 負 費…工 受 水 費…受 会 費 分 担 金…会 補 償 及 び 賠 償 費…補償

公 課 費…公課 調 査 研 究 費…調研 貸倒引当金繰入額…貸繰 有形固定資産減価償却費…有減

無形固定資産減価償却費…無減 固 定 資 産 除 却 費…除却 企 業 債 利 息…企利 一 時 借 入 金 利 息…一利

そ の 他 雑 支 出…そ雑 消費税及び地方消費税…消税 固 定 資 産 売 却 損…固損 施 設 整 備 費…施整

配 水 管 整 備 費…配整 配 水 管 布 設 費…管布 機 械 設 備 費…機械 構 築 物 築 造 費…構築

量 水 器 費…量水 工具器具備品購入費…工具 企 業 債 償 還 金…償還
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千円 千円 千円

1 水道事業収益

1 営業収益 △ 342,526

1 給水収益 △ 409,494

2 受託工事収益 △ 29,155

3 その他営業収益

2 営業外収益

1 受取利息

2 加入金

3 長期前受金戻入 △ 932

4 雑収益

5 他会計負担金

3 特別利益

1 固定資産売却益

予　算　明　細　書

[収益的収入]

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
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千円 千円 千円

1 水道事業収益

1 営業収益 △ 342,526

1 給水収益 △ 409,494

2 受託工事収益 △ 29,155

3 その他営業収益

2 営業外収益

1 受取利息

2 加入金

3 長期前受金戻入 △ 932

4 雑収益

5 他会計負担金

3 特別利益

1 固定資産売却益

予　算　明　細　書

[収益的収入]

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節 金  額

千円 千円

１　営業収益

　(1）水道料金

一 般 用 料 金 20,542,000㎥

特 定 施 設 用 料 金 1,026,000㎥

公 衆 浴 場 用 料 金 57,000㎥

臨 時 用 料 金 87,000㎥

家 事 共 用 料 金 15,000㎥

  (2）配水工事収益

1 給水工事収益 新 設 工 事 収 益 　(3）他会計負担金

2 配水工事収益 配 水 工 事 収 益 　  ア　消火栓維持管理負担金

　  イ　下水道使用料徴収事務負担金

竣 工 検 査 手 数 料 　  ウ　庁舎使用負担金

設 計 審 査 手 数 料 　  エ　耐震性貯水槽清掃点検負担金

そ の 他 手 数 料 　  オ　その他

消 火 栓 負 担 金 　(4）その他の収益

下水道事務取扱負担金

庁 舎 使 用 負 担 金

そ の 他 負 担 金

２　営業外収益

　(1）加入金

普 通 預 金 利 息   (2）長期前受金戻入

定 期 預 金 利 息 　(3）他会計負担金

他 会 計 貸 付 金 利 息 　　　　水道料金基本料金免除負担金

　(4）その他の収益

1 加入金 加 入 金

1 長期前受金戻入 長 期 前 受 金 戻 入

1 その他雑収益 そ の 他 雑 収 益

1 他会計負担金 他 会 計 負 担 金

３　特別利益

　(1）固定資産売却益

1 固定資産売却益 固 定 資 産 売 却 益

2 他会計負担金

1 受取利息

　  エ　臨時用

    オ　家事共用

1 手数料

説　  　　明
附　　記

千円

1 水道料金

    ア　一般用

　  イ　特定施設用

　  ウ　公衆浴場用

各 目 明 細
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千円 千円 千円

1 水道事業費

1 営業費用

1 原水及び浄水費 △ 2,704

[収益的支出]

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目
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千円 千円 千円

1 水道事業費

1 営業費用

1 原水及び浄水費 △ 2,704

[収益的支出]

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目
節 金  額

千円 千円 千円

１　営業費用

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 給料 給料

地域手当 １　水道施設の維持管理に要する経費

扶養手当 　(1）動力費

管理職手当 　　　  楠根配水場外８施設

住居手当 　(2）各種委託料

期末手当 　　　　送配水施設等運転管理業務

勤勉手当 　　　　香里浄水場機械警備業務

通勤手当 　　　　楠根配水場植木剪定

時間外勤務手当 　　　　楠根配水場外11施設除草作業

児童手当 　　　　楠根配水場外６施設消防設備点検 

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 　　　　水道施設自家用電気工作物保安管理業務

共済組合負担金 　　　　中央監視装置設備保守点検

災害補償基金負担金 　　　　寝屋配水池外２施設計装設備点検

厚生年金負担金 　　　　楠根配水場高区送水ポンプ点検（４号）

雇用保険料 　　　　楠根配水場高区送水ポンプ用モータ点検（４号）

労働災害保険料 　　　　楠根配水場吸水井調節弁駆動部点検

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

　　　　楠根配水場無停電電源装置点検

6 負担金 負担金 　　　　高宮あさひ丘配水場送水ポンプ用モータ点検（３号）

7 旅費 旅費 　　　　高宮あさひ丘配水場直流電源装置点検

8 備消品費 備消品費 　　　　明徳ポンプ場新送水ポンプ点検（１号）

9 燃料費 燃料費 　　　　明徳ポンプ場新送水ポンプ用吐出弁駆動部点検（３号）

10 修繕費 修繕費 　　　　成田東配水池加圧ポンプ用モータ点検（１号）

11 動力費 動力費 　　　　楠根配水場受水池水槽内清掃点検（３号・４号）

12 光熱水費 光熱水費 　　　　楠根配水場非常用発電機定期点検

13 通信運搬費 通信運搬費 　(3）受水費

14 手数料 手数料 　　ア　企業団水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

15 委託料 委託料 　　イ　その他分水

16 薬品費 薬品費 　(4）その他

17 受水費 受水費 　　　　負　 　 14　旅　　 10　備消　　443　燃　 4

　　　　修　15,500　光　1,195　通運　4,014　手　20

　　　　薬　 　151

２　水質管理体制の維持・向上に要する経費

　(1）各種委託料

　　　　ＧＣ－ＭＳ点検

　　　　産業廃棄物処分

　　　　作業環境測定

　(2）その他

　　　　備消　1,305　修　624　手　115　薬　1,301

4 法定福利費

各 目 明 細
説  　　　明

附　　記

2 手当等
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千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

2 配水及び給水費

3 受託工事費 △ 21,528

－ 34 －



千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

2 配水及び給水費

3 受託工事費 △ 21,528

節 金  額

千円 千円 千円

各 目 明 細
説  　　　明

附　　記

〔人件費等〕

１　人件費等

　(1）一般職員（４人）

　(2）会計年度任用職員

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 給料 給料

地域手当 １　水道施設の維持管理に要する経費

扶養手当 　(1）各種委託料

住居手当 　　　　水道修繕等業務

期末手当 　　　　管路管理システム保守

勤勉手当 　　　　管路点検業務

通勤手当 　　　　管路データ更新業務

時間外勤務手当 　　　　無線装置保守点検

児童手当 　　　　鉛管改修業務

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 　(2）その他

共済組合負担金 　　　　負　    9　旅　    　5　備消　564　修　274

災害補償基金負担金 　　　　通運　183　賃借　3,690　工　1,000

厚生年金負担金

雇用保険料 〔人件費等〕

労働災害保険料

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

１　人件費等

6 負担金 負担金 　(1）一般職員（５人）

7 旅費 旅費 　(2）会計年度任用職員

8 備消品費 備消品費

9 修繕費 修繕費

10 通信運搬費 通信運搬費

11 委託料 委託料

12 賃借料 賃借料

13 工事請負費 工事請負費

〔災害から命を守るための対策〕

1 給料 給料

地域手当 １　水道管路の耐震化に要する経費

扶養手当 　(1）各種委託料

管理職手当 　　　　水道用設計積算CADシステム保守業務

期末手当 　　　　水道用設計積算CADシステムデータ更新業務

勤勉手当 　(2）その他

通勤手当 　　　　旅　5　備消　156　賃借　433

時間外勤務手当

児童手当 ２　緊急時の給水対策に要する経費

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 　　　耐震性貯水槽清掃点検委託料

共済組合負担金

災害補償基金負担金
4 法定福利費

2 手当等

4 法定福利費

2 手当等
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千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

4 業務費
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千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

4 業務費

節 金  額

千円 千円 千円

各 目 明 細
説  　　　明

附　　記

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

〔衛生的で快適な生活の確保〕

6 旅費 旅費

7 備消品費 備消品費 １　水道施設の維持管理に要する経費

8 修繕費 修繕費 　(1）消火栓（修）

9 委託料 委託料 　(2）水道管移設工事

10 賃借料 賃借料       　寝屋川流域下水道萱島直送幹線（第２工区）下水

11 工事請負費 工事請負費 　　　　管渠築造工事に伴う水道管移設工事

　　　　明和南地区（第１地区）道路築造工事に伴う水道管

　　　　移設工事

　　　　枚方市南中振１丁目地区雨水管整備工事に伴う

　　　　水道管移設工事

　　　　その他工事

〔人件費等〕

１　人件費等（一般職員３人）

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 給料 給料

地域手当 １　水道料金等徴収業務に要する経費

扶養手当 　(1）口座振替受付サービスに係る負担金

管理職手当 　(2）印刷製本費

住居手当 　　ア　水道料金等納入通知書等電算帳票

期末手当 　　イ　使用水量お知らせ

勤勉手当 　　ウ　その他

通勤手当 　(3）量水器修理

時間外勤務手当 　(4）通信運搬費

児童手当 　　ア　水道料金等納入通知書発送

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 　　イ　水道料金等督促状・催告書発送

共済組合負担金 　　ウ　口座振替関係通知

災害補償基金負担金 　　エ　その他

厚生年金負担金 　(5）各種委託料

雇用保険料 　　　　水道メーター検針・水道料金等徴収業務

労働災害保険料 　　　　コンビニ収納業務

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

　　　　量水器取替業務

6 負担金 負担金 　　　　口座振替金融機関別分割統合事務

7 旅費 旅費 　　　　水道料金システム更新業務委託

8 備消品費 備消品費 　　　　寝屋川市サービスゲートへの端末移設に伴う設定作業

9 印刷製本費 印刷製本費 　　　　水道料金システム設定業務

10 修繕費 修繕費 　(6）賃借料

11 通信運搬費 通信運搬費 　　ア　水道料金システムリース

12 手数料 手数料 　　イ　その他

13 委託料 委託料 　(7）その他

14 賃借料 賃借料 　　　　旅　9　備消　1,092　手　6,723

2 手当等

4 法定福利費
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千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

5 総係費
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千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

5 総係費

節 金  額

千円 千円 千円

各 目 明 細
説  　　　明

附　　記

〔人件費等〕

１　人件費等

　(1）一般職員（８人）

　(2）再任用職員（１人）

　(3）会計年度任用職員

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 給料 給料

地域手当 １　水道事業の経営基盤の安定に要する経費

扶養手当 　(1）各種負担金

管理職手当 　　ア　耐震性貯水槽設置事業に伴う負担金

住居手当 　　イ　高度浄水処理施設に伴う出資債負担金

期末手当 　　ウ　水道管路の安全対策事業に伴う出資債負担金

勤勉手当 　　エ　出納取扱金融機関業務負担金

通勤手当 　(2）各種委託料

管理職員特別勤務手当 　　　　公営企業の経理事務支援

時間外勤務手当 　　　　公営企業会計システム保守等

児童手当 　(3）貸倒引当金繰入額

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 　(4）その他

共済組合負担金 　　　　職研　   52　備消　25　印　209　通運　41

災害補償基金負担金 　　　　賃借　1,155

厚生年金負担金

雇用保険料 ２　水道事業管理運営業務に要する経費

労働災害保険料 　(1）各種負担金

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

　　ア　電算機使用負担金

6 負担金 負担金 　　イ　広報誌負担金

7 退職給付費 退職給付費 　　ウ　人事給与システム使用負担金

8 報酬 報酬 　(2）各種委託料

9 災害補償費 災害補償費 　　　　職員定期健康診断業務

10 旅費 旅費 　　　　特定業務健康診断業務

11 福利厚生費 福利厚生費 　　　　情報機器作業職員健康診断業務

12 職員研修費 職員研修費 　　　　ストレスチェック業務

13 報償費 報償費 　　　　旧太秦配水池樹木剪定業務

14 被服費 被服費 　　　　庁舎管理業務

15 備消品費 備消品費 　　　　庁舎清掃業務

16 印刷製本費 印刷製本費 　　　　汚水槽・湧水槽清掃業務

17 燃料費 燃料費 　　　　エレベーター保守点検業務

18 修繕費 修繕費 　　　　自動ドア保守点検業務

19 光熱水費 光熱水費 　　　　消防設備保守点検業務

20 食糧費 食糧費 　　　　ガスヒートポンプ保守点検業務

21 通信運搬費 通信運搬費 　　　　自家用電気工作物保安管理業務

22 手数料 手数料 　　　　庁舎建築物定期点検業務

23 筆耕翻訳料 筆耕翻訳料 　　　　庁舎剪定業務

24 保険料 保険料 　　　 （仮称）水道事業ビジョン策定業務

4 法定福利費

2 手当等
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千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

6 減価償却費

7 資産減耗費 △ 8,278

－ 40 －



千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

6 減価償却費

7 資産減耗費 △ 8,278

節 金  額

千円 千円 千円

各 目 明 細
説  　　　明

附　　記

25 交通費 交通費 　(3）各種会費分担金

26 委託料 委託料 　　ア　日本水道協会

27 賃借料 賃借料 　　イ　日本水道協会関西地方支部

28 会費分担金 会費分担金 　　ウ　日本水道協会大阪府支部

29 補償及び賠償費 補償及び賠償費 　　エ　東部大阪水道協議会

30 公課費 公課費 　(4）庁舎維持管理

31 貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額 　　　　備消　863　修　16,738　光　12,497　手　36

　　　　保　　467　賃借　 149

　(5）車両維持管理

　　  　備消　50　燃　　　856　修　240　手　6 

　　　　保　 196　賃借　4,143

　(6）その他

　　　　災　   10　報酬　1,104　旅　　285　福厚  　207

　    　職研　322　報償　  452　被　 　88　備消　1,540

　    　食     20　通運   　72　手 　　25  筆　　　270  　

　　　  保　  707　交　 　 154　賃借　569　公課　1,681　

　　　　補償　100

３　水道施設の維持管理に要する経費

      職研　152　手　3　公課　3

４　水道料金等徴収業務に要する経費（職研）

〔災害から命を守るための対策〕

１　緊急時の給水対策に要する経費

      備消　1,474　保　 6

〔人件費等〕

１　人件費等

　(1）一般職員（10人）

　(2）再任用職員（１人）

　(3）任期付職員（１人）

　(4）会計年度任用職員

　(5）退職給付費

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 有形固定資産
　減価償却費

有形固定資産
減価償却費

2 リース資産
　減価償却費

リース資産
減価償却費

１　水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　(1）水道事業所有有形固定資産の減価償却費

　(2）リース資産の減価償却費

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 固定資産除却費 資産減耗費
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千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

2 営業外費用

1 支払利息

2 雑支出

3 消費税及び地方消費税

3 特別損失

1 固定資産売却損 △ 26

2 その他特別損失

4 予備費

1 予備費

－ 42 －



千円 千円 千円

款 本 年 度 前 年 度 比 較項 目

2 営業外費用

1 支払利息

2 雑支出

3 消費税及び地方消費税

3 特別損失

1 固定資産売却損 △ 26

2 その他特別損失

4 予備費

1 予備費

節 金  額

千円 千円 千円

各 目 明 細
説  　　　明

附　　記

１　水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　　　水道事業所有固定資産の除却費

２　営業外費用

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 企業債利息 企業債利息

2 一時借入金利息 一時借入金利息 １　水道事業の経営基盤の安定に要する経費

3 リース資産利息 リース資産利息 　(1）借入金に対する利息

　  ア　企業債利息（政府資金等）

　　イ　一時借入金利息

２　水道事業管理運営業務に要する経費

　　　ＬＥＤ照明リースに係る支払利息

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 その他雑支出 その他雑支出

１　水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　(1）その他雑支出

　　ア　過年度加入金還付金

　　イ　過年度水道料金還付金

　　ウ　非課税売上等に対する資本的支出の

        消費税及び地方消費税

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 消費税及び
　地方消費税

消費税及び
地方消費税

１　水道事業の経営基盤の安定に要する経費

  　　消費税及び地方消費税

３　特別損失

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 固定資産売却損 固定資産売却損

１　水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　　　固定資産売却損

〔衛生的で快適な生活の確保〕

委託料

工事請負費 １　水道施設の維持管理に要する経費

　(1）旧取水施設撤去工事委託（国施行）

　(2）旧取水施設撤去事業（導水管）

４　予備費

〔予備費〕

1 予備費 予備費

１　予備費

1 その他特別損失
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千円 千円 千円

1 資本的収入 △ 51,370

1 企業債 △ 142,400

1 企業債 △ 142,400

2 他会計出資金

1 他会計出資金

3 工事負担金

1 工事負担金

4 固定資産売却代金

1 固定資産売却代金

[資本的収入]

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
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千円 千円 千円

1 資本的収入 △ 51,370

1 企業債 △ 142,400

1 企業債 △ 142,400

2 他会計出資金

1 他会計出資金

3 工事負担金

1 工事負担金

4 固定資産売却代金

1 固定資産売却代金

[資本的収入]

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節 金  額

千円 千円 千円

１　企業債

　(1）施設等整備事業債

1 企業債 施設等整備事業債

２　他会計出資金

　(1）他会計出資金

1 他会計出資金 他会計出資金

３　工事負担金

　(1）消火栓設置工事負担金

1 工事負担金 工事負担金 　(2）京阪本線連続立体交差事業に伴う水道管移設

　　　工事負担金

４　固定資産売却代金

　(1）固定資産売却代金

1 固定資産売却代金 固定資産売却代金

各 目 明 細
説　  　　明

附　　記
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千円 千円 千円

1 資本的支出 △ 45,028

1 建設改良費 △ 29,116

1 事務費 △ 3,931

2 施設等整備費 △ 82,671

項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

[資本的支出]

款
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千円 千円 千円

1 資本的支出 △ 45,028

1 建設改良費 △ 29,116

1 事務費 △ 3,931

2 施設等整備費 △ 82,671

項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

[資本的支出]

款
節 金  額

千円 千円 千円

１　建設改良費

〔災害から命を守るための対策〕

1 給料 給料

地域手当 １　水道管路の耐震化に要する経費

扶養手当 　　　旅　10　備消　33　

管理職手当

住居手当 〔衛生的で快適な生活の確保〕

期末手当

勤勉手当 １　水道施設の維持管理に要する経費（補償）

通勤手当

時間外勤務手当 〔人件費等〕

児童手当

共済組合負担金 １　人件費等（一般職員５人）

災害補償基金負担金

4 旅費 旅費

5 備消品費 備消品費

6 補償及び賠償費 補償及び賠償費

〔災害から命を守るための対策〕

1 施設整備費 工事請負費

2 配水管整備費 工事請負費

　(1）布設替工事（L=2,662.8m）

　　　　緑町地区配水管布設替工事（その１）

　　　　打上高塚町地区配水管布設替工事

　　　　点野二丁目地区配水管布設替工事

　　　　高柳五丁目地区配水管布設替工事

　　　　大成町地区配水管布設替工事

　　　　日之出町地区配水管布設替工事

　　　　太秦中町・太秦東が丘地区配水管布設替工事

　　　　萱島信和町地区配水管布設替工事

　　　　川勝町・秦町地区配水管布設替工事

　　　　梅が丘一丁目・打上宮前町地区配水管布設替工事（その１）

　　　　石津南町地区配水管布設替工事

　　　　成田南町外２町地区配水管布設替工事

　　　　仁和寺本町三丁目地区配水管布設替工事

〔衛生的で快適な生活の確保〕

１　水道施設の維持管理に要する経費（施整）

　(1）明徳ポンプ場送水ポンプ更新工事

　(2）末端水質自動測定装置更新工事

１　水道管路の耐震化に要する経費（配整）

3 法定福利費

2 手当等

各 目 明 細
説　  　　明

附　　記
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千円 千円 千円

項 目 本 年 度 前 年 度 比 較款

3 配水設備費

4 営業設備費 △ 1,986

5 固定資産購入費

2 企業債償還金 △ 15,912

1 企業債償還金 △ 15,912
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千円 千円 千円

項 目 本 年 度 前 年 度 比 較款

3 配水設備費

4 営業設備費 △ 1,986

5 固定資産購入費

2 企業債償還金 △ 15,912

1 企業債償還金 △ 15,912

節 金  額

千円 千円 千円

各 目 明 細
説　  　　明

附　　記

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 配水管布設費 工事請負費

１　水道施設の維持管理に要する経費

　(1）水道管移設工事

　　　　京阪本線連続立体交差事業に伴う水道管移設工事（その１）

　　　　京阪本線連続立体交差事業に伴う水道管移設工事（その２）

　　　　京阪本線連続立体交差事業に伴う水道管移設工事（その３）

　　　　国道・府道・市道工事に伴う水道管移設工事

　　　　その他緊急工事

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 量水器費 量水器費

１　水道料金等徴収業務に要する経費

　　  量水器

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 工具器具備品購入費 工具器具備品購入費

2 リース資産購入費 リース資産購入費 １　水道事業管理運営業務に要する経費

　(1）自動体外式除細動器（ＡＥＤ）

　(2）ＬＥＤ照明リース

２　企業債償還金

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 企業債償還金 企業債償還金

１　水道事業の経営基盤の安定に要する経費

  (1）企業債元金償還金

　　    政府資金等 建設改良事業資金（企業債）元金償還
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(1) 事業別及び借入先別明細書

償 還 済 額 未 償 還 額

第 ６ 期 拡 張 事 業 債

施 設 等 整 備 事 業 債

財 務 省

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

―

― ―

令和７年度寝屋川市水道事業企業債状況

借　入　額

前 年 度 末

合計(Ｃ)＋(Ｄ)

既　 　借 　　入 　　額

(Ａ)

（

Ａ
）
の
事
業
別
内
訳

（

Ａ
）
の
借
入
先
別
内
訳

令和６年度借入予定額

(Ｂ)

小計(Ｃ)=(Ａ)＋(Ｂ)

令和７年度予算措置額

(Ｄ)
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(1) 事業別及び借入先別明細書

償 還 済 額 未 償 還 額

第 ６ 期 拡 張 事 業 債

施 設 等 整 備 事 業 債

財 務 省

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

―

― ―

令和７年度寝屋川市水道事業企業債状況

借　入　額

前 年 度 末

合計(Ｃ)＋(Ｄ)

既　 　借 　　入 　　額

(Ａ)

（

Ａ
）
の
事
業
別
内
訳

（

Ａ
）
の
借
入
先
別
内
訳

令和６年度借入予定額

(Ｂ)

小計(Ｃ)=(Ａ)＋(Ｂ)

令和７年度予算措置額

(Ｄ)

（単位：円）

元　金 利　子 計 償 還 済 額 未 償 還 額

― ―

― ― ― ―

令和７年度寝屋川市水道事業企業債状況

令 和 ７ 年 度 償 還 額 当 該 年 度 末
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平成

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

財務省

財務省

財務省

財務省

償 還 済 額 未 償 還 額

(2) 償還明細書

借入年度 借入先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

元 金 利 子

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

計 償 還 済 額 未 償 還 額

（単位：円）

償　還　日
       令  和  ７  年  度  償  還  額 当 該 年 度 末

備　考

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業
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平成

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

財務省

財務省

財務省

財務省

償 還 済 額 未 償 還 額

(2) 償還明細書

借入年度 借入先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

元 金 利 子

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

計 償 還 済 額 未 償 還 額

（単位：円）

償　還　日
       令  和  ７  年  度  償  還  額 当 該 年 度 末

備　考

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業

施設等整備事業

第６期拡張事業
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償 還 済 額 未 償 還 額
借入年度 借入先

借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

※既往債のうち、償却原価法を適用すべき企業債は無い。

財務省

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

合       計

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

令和
元

財務省

財務省

財務省

元 金 利 子 計 償 還 済 額 未 償 還 額
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額 当 該 年 度 末
備　考

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業
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償 還 済 額 未 償 還 額
借入年度 借入先

借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

※既往債のうち、償却原価法を適用すべき企業債は無い。

財務省

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

合       計

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

令和
元

財務省

財務省

財務省

元 金 利 子 計 償 還 済 額 未 償 還 額
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額 当 該 年 度 末
備　考

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業

施設等整備事業
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年利率

(％) 償 還 済 額 未 償 還 額

－

６
年

－ －

７
年

度
（

予
算
）

－ － － －

－ －

－

－ － － －

前 年 度 末
償 還 日

－

借 入
年 度

借入日及び
償還満期日

借 入 先

既　借　入　分　（Ａ）

借　入　額

度
（

予
定
）

財　　務　　省

合　計　(Ｃ)＋(Ｄ)

小計 (Ｃ)=(Ａ)＋(Ｂ)

小    計　（Ｂ）

小    計　（Ｄ）

財 　　務　 　省
又　　は

地 方 公 共 団 体
金   融   機   構

令
和

令
和
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年利率

(％) 償 還 済 額 未 償 還 額

－

６
年

－ －

７
年

度
（

予
算
）

－ － － －

－ －

－

－ － － －

前 年 度 末
償 還 日

－

借 入
年 度

借入日及び
償還満期日

借 入 先

既　借　入　分　（Ａ）

借　入　額

度
（

予
定
）

財　　務　　省

合　計　(Ｃ)＋(Ｄ)

小計 (Ｃ)=(Ａ)＋(Ｂ)

小    計　（Ｂ）

小    計　（Ｄ）

財 　　務　 　省
又　　は

地 方 公 共 団 体
金   融   機   構

令
和

令
和

（単位：円）

元　　金 利　　子 計 償 還 済 額 未 償 還 額

施 設 等 整 備 事 業

施 設 等 整 備 事 業

備　　考
当 該 年 度 末令　和 ７ 年 度 償 還 額
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令 和 ７ 年 度

寝 屋 川 市 下 水 道 事 業 会 計



議案



議案
議案第 号

令和７年度寝屋川市下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和７年度寝屋川市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 整 備 済 面 積

⑵ 年 間 有 収 水 量 ｍ

⑶ １ 日 平 均 有 収 水 量 ｍ

⑷ 主 要 な 建 設 改 良 事 業

施 設 等 整 備 事 業 事業費 千円

流域下水道建設負担金 事業費 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 下 水 道 事 業 収 益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第３項 特 別 利 益 千円

支 出

第１款 下 水 道 事 業 費 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 特 別 損 失 千円

第４項 予 備 費 千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額

千円、損益勘定留保資金 千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 補 助 金 千円

第３項 他 会 計 出 資 金 千円

第４項 工 事 負 担 金 千円

第５項 固定資産売却代金 千円

第６項 その他資本的収入 千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 千円

第３項 その他資本的支出 千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

水洗便所普及促進事業にもとづく金融機関に対

する損失補償

融資を受けた日か

ら償還完了日まで

千円

上記金額の範囲内で

損失を補償する。
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額

千円、損益勘定留保資金 千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 補 助 金 千円

第３項 他 会 計 出 資 金 千円

第４項 工 事 負 担 金 千円

第５項 固定資産売却代金 千円

第６項 その他資本的収入 千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 千円

第３項 その他資本的支出 千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

水洗便所普及促進事業にもとづく金融機関に対

する損失補償

融資を受けた日か

ら償還完了日まで

千円

上記金額の範囲内で

損失を補償する。

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

公共下水道

事 業
千円

普通貸借（証

書借入）又は

証券発行の

方法により

政府その他

から起債す

る。

年

％

以 内

借入の日から 年以内（内据置５

年以内）に元利均等償還、元金均

等償還によって年賦又は半年賦償

還をする。ただし、借入先の融通

条件がある場合、その条件に従う

ことができる。また企業財政の都

合により償還期限及び据置期間を

短縮し、もしくは繰上償還又は低

利に借換えることができる。

流域下水道

事 業
千円 〃 〃 〃

資 本 費

平 準 化
千円 〃 〃 〃

合 計 千円

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

⑴ 営業外費用に計上した消費税及び地方消費税に係る予算額不足を生じた場合におけ

る同一款内での各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

⑴ 職 員 給 与 費 千円
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令和７年２月 日 提出

寝屋川市長 広 瀬 慶 輔
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令和７年２月 日 提出

寝屋川市長 広 瀬 慶 輔

予 算 に 関 す る 説 明 書
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予 定 額 備　　考

下 水 道
事 業 収 益

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 下水道使用料

雨 水 処 理 負 担 金
繰出基準に基づく一般会
計からの雨水処理負担金

そ の 他 営 業 収 益 指定工事店指定手数料等

営業外収益

受 取 利 息 預金等利息

他 会 計 負 担 金
繰出基準に基づく一般会
計からの負担金

補 助 金
不明水調査業務委託等に
伴う国庫補助金

長 期 前 受 金 戻 入 繰延収益の償却

雑 収 益 行政財産使用料等

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 固定資産売却に係る収益

令和７年度寝屋川市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

(単位：千円)

款 項 目

　[収　入]
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予 定 額 備　　考

下 水 道
事 業 収 益

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 下水道使用料

雨 水 処 理 負 担 金
繰出基準に基づく一般会
計からの雨水処理負担金

そ の 他 営 業 収 益 指定工事店指定手数料等

営業外収益

受 取 利 息 預金等利息

他 会 計 負 担 金
繰出基準に基づく一般会
計からの負担金

補 助 金
不明水調査業務委託等に
伴う国庫補助金

長 期 前 受 金 戻 入 繰延収益の償却

雑 収 益 行政財産使用料等

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 固定資産売却に係る収益

令和７年度寝屋川市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

(単位：千円)

款 項 目

　[収　入]

予 定 額 備　　考

下 水 道
事 業 費

営 業 費 用

管 渠 費
管渠の維持管理に要する
費用

ポ ン プ 場 費
ポンプ場の運転管理及び維
持管理に要する費用

流域下水道管理費
寝屋川北部流域下水道事業
に係る維持管理負担金

普 及 促 進 費
下水道の普及促進に要す
る費用

業 務 費
下水道使用料の調定収納
業務等に要する費用

総 係 費
事業活動の全般に関連す
る費用

減 価 償 却 費 固定資産減価償却費用

資 産 減 耗 費 固定資産除却費用

営業外費用

支 払 利 息
企業債及び一時借入金の
利息

雑 支 出
過年度下水道使用料還付
金等

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消費税及び地方消費税

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 固定資産売却に係る損失

予 備 費

予 備 費 予備費

　[支　出]
(単位：千円)

款 項 目
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予 定 額 備　　考

資本的収入

企 業 債

企 業 債
公共下水道事業債、流
域下水道事業債、資本
費平準化債

補 助 金

補 助 金
古川雨水幹線バイパス
管工事委託等に伴う国
庫補助金

他 会 計 出 資 金

他 会 計 出 資 金
繰出基準に基づく一般
会計からの出資金

工 事 負 担 金

受 益 者 負 担 金 受益者負担金

工 事 負 担 金 工事負担金

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

固定資産売却代金

そ の 他
資 本 的 収 入

そ の 他
資 本 的 収 入

水洗便所改造資金融資
あっせん事業預託金戻
入

資本的収入及び支出

　[収　入]
(単位：千円)

款 項 目
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予 定 額 備　　考

資本的収入

企 業 債

企 業 債
公共下水道事業債、流
域下水道事業債、資本
費平準化債

補 助 金

補 助 金
古川雨水幹線バイパス
管工事委託等に伴う国
庫補助金

他 会 計 出 資 金

他 会 計 出 資 金
繰出基準に基づく一般
会計からの出資金

工 事 負 担 金

受 益 者 負 担 金 受益者負担金

工 事 負 担 金 工事負担金

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

固定資産売却代金

そ の 他
資 本 的 収 入

そ の 他
資 本 的 収 入

水洗便所改造資金融資
あっせん事業預託金戻
入

資本的収入及び支出

　[収　入]
(単位：千円)

款 項 目 予 定 額 備　　考

資本的支出

建 設 改 良 費

事 務 費
建設改良事業等に要す
る事務費

施 設 等 整 備 費 整備事業費

流 域 下 水 道
建 設 費

寝屋川北部流域下水道
事業に係る建設負担金

企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金 企業債元金償還金

そ の 他
資 本 的 支 出

そ の 他
資 本 的 支 出

水洗便所改造資金融資
あっせん事業預託金

　[支　出]
(単位：千円)

款 項 目
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(単位：千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　  　当年度純利益

　  　減価償却費

　　　資産減耗費

　 　 賞与引当金の増減額（△は減少）

　 　 法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　  貸倒引当金の増減額（△は減少）

 　 　長期前受金戻入額 △ 798,300

 　 　受取利息 △ 246

 　 　支払利息

   　 未収金の増減額（△は増加）

      未払金の増減額（△は減少）

　  　固定資産売却損

　　　小計

　　  利息の受領額

　　  利息の支払額 △ 420,452

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　    有形固定資産の取得による支出 △ 1,575,821

　    有形固定資産の売却による収入

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 691,996

　 　 国庫補助金等による収入

　　  預託金の預入による支出 △ 1,000

　  　預託金の戻入による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,376,990

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　  建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　  建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,416,386

　　　一般会計からの出資による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 323,315

　　資金増加額

　　資金期首残高

　　資金期末残高

令和７年度寝屋川市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで)
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(単位：千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　  　当年度純利益

　  　減価償却費

　　　資産減耗費

　 　 賞与引当金の増減額（△は減少）

　 　 法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　  貸倒引当金の増減額（△は減少）

 　 　長期前受金戻入額 △ 798,300

 　 　受取利息 △ 246

 　 　支払利息

   　 未収金の増減額（△は増加）

      未払金の増減額（△は減少）

　  　固定資産売却損

　　　小計

　　  利息の受領額

　　  利息の支払額 △ 420,452

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　    有形固定資産の取得による支出 △ 1,575,821

　    有形固定資産の売却による収入

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 691,996

　 　 国庫補助金等による収入

　　  預託金の預入による支出 △ 1,000

　  　預託金の戻入による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,376,990

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　  建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　  建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,416,386

　　　一般会計からの出資による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 323,315

　　資金増加額

　　資金期首残高

　　資金期末残高

令和７年度寝屋川市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで)

特別職 一般職 報酬 給料 手当
賞与引当金

繰入額
計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0)　0 △ 1,276

(　　)内は、短時間勤務職員（再任用職員、会計年度任用職員）で外書き

地域手当 扶養手当
管理職
手当

住居手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当
管理職員特
別勤務手当

時間外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

比　　較 △ 672 △ 1

　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報酬 給料 手当
賞与引当金

繰入額
計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0)　0 △ 1,276

(　　)内は、短時間勤務職員（再任用職員）で外書き

地域手当 扶養手当
管理職
手当

住居手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当
管理職員特
別勤務手当

時間外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

比　　較 △ 672 △ 1

　イ　会計年度任用職員

報酬 給料 手当
賞与引当金

繰入額
計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(　　)内は、短時間勤務職員で外書き

期末手当 勤勉手当 通勤手当

（千円） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

比　　較 △ 21

手
当
の
内
訳

区　　分

法定福利費
引当金
繰入額

職　員　数

（人）

本 年 度

前 年 度

比　　較

退職給付費 合　計

本 年 度

前 年 度

比　　較

手
当
の
内
訳

区　　分

区　　　　分

給　　　与　　　費
法定福利費

職　員　数 給　　　与　　　費
法定福利費

法定福利費
引当金
繰入額

退職給付費 合　計

本 年 度

前 年 度

比　　較

手
当
の
内
訳

区　　分

区　　　　分

給   与   費   明   細   書

１　総　　括

区　　　　分

職　員　数 給　　　与　　　費
法定福利費

法定福利費
引当金
繰入額

退職給付費 合　計
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２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額

（千円）

３　給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

(2) 初任給

高校卒

大学卒

・一般職
　期末手当　年間2.45→2.50
　勤勉手当　年間2.05→2.10

・期末・勤勉手当増分　　　 961
・扶養手当見直しによる   △186
  増減分

・職員変動等による増減分

　平均給料月額

区　　　　　　分

手　当

区 分
技能労務職(円)

制度改正に伴う
増減分

令和６年１月１日現在

　平均給与月額

　平均年齢

　平均給料月額

平均定期昇給率　0.82％

説　　　　明 備　　　　考

　平均給与月額

50歳８か月

昇給に伴う増加分

その他の増減分

49歳10か月

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

△ 1,153

△ 82

令和７年１月１日現在

　平均年齢

区 分

給　料

給与改定に伴う
増減分

企　業　職

（円）

給料表改定の状況
　前年度　給与改定率　2.18％

・昇給に伴うはねかえりに    43
  よる増分
・職員変動等による増減分 △125

一般行政職(円)

一 般 会 計 の 制 度

企　業　職

その他の増減分

(3) 級別職員数

 (　　)内は、再任用短時間勤務職員で外書き

（級別の標準的な職務内容）

区　　　分

区　　　　　　　　分

令和６年１月１日現在

８　　　　級

計

３　　　　級

４　　　　級

６　　　　級

５　　　　級

４　　　　級

５　　　　級

企  業  職
２級以上に格付けされ
ない職員の職務

３級以上に格付けされ
ない職員の職務

４　　　　級

計

職員数（人） 構成比（％）

企　業　職
級

１　　　　級

２　　　　級

３　　　　級

３　　　　級

副 係 長

７　　　　級

１　　　　級

６　　　　級

２　　　　級

１　　　　級

６　　　　級

２　　　　級

次 長

理 事

局 長

５　　　　級 ７　　　　級

７　　　　級

８　　　　級

令和７年１月１日現在

係 長

８　　　　級

課 長 代 理 課 長
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２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額

（千円）

３　給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

(2) 初任給

高校卒

大学卒

・一般職
　期末手当　年間2.45→2.50
　勤勉手当　年間2.05→2.10

・期末・勤勉手当増分　　　 961
・扶養手当見直しによる   △186
  増減分

・職員変動等による増減分

　平均給料月額

区　　　　　　分

手　当

区 分
技能労務職(円)

制度改正に伴う
増減分

令和６年１月１日現在

　平均給与月額

　平均年齢

　平均給料月額

平均定期昇給率　0.82％

説　　　　明 備　　　　考

　平均給与月額

50歳８か月

昇給に伴う増加分

その他の増減分

49歳10か月

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

△ 1,153

△ 82

令和７年１月１日現在

　平均年齢

区 分

給　料

給与改定に伴う
増減分

企　業　職

（円）

給料表改定の状況
　前年度　給与改定率　2.18％

・昇給に伴うはねかえりに    43
  よる増分
・職員変動等による増減分 △125

一般行政職(円)

一 般 会 計 の 制 度

企　業　職

その他の増減分

(3) 級別職員数

 (　　)内は、再任用短時間勤務職員で外書き

（級別の標準的な職務内容）

区　　　分

区　　　　　　　　分

令和６年１月１日現在

８　　　　級

計

３　　　　級

４　　　　級

６　　　　級

５　　　　級

４　　　　級

５　　　　級

企  業  職
２級以上に格付けされ
ない職員の職務

３級以上に格付けされ
ない職員の職務

４　　　　級

計

職員数（人） 構成比（％）

企　業　職
級

１　　　　級

２　　　　級

３　　　　級

３　　　　級

副 係 長

７　　　　級

１　　　　級

６　　　　級

２　　　　級

１　　　　級

６　　　　級

２　　　　級

次 長

理 事

局 長

５　　　　級 ７　　　　級

７　　　　級

８　　　　級

令和７年１月１日現在

係 長

８　　　　級

課 長 代 理 課 長

－ 71 －



(4) 昇給

　　企　業　職    

職　　員　　数　　（Ａ） （人）

昇給に係る職員数　（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

比率 　（Ｂ）　/　（Ａ）　　　 （％）

職　　員　　数　　（Ａ） （人）

昇給に係る職員数　（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

比率　 （Ｂ）　/　（Ａ）　　　 （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

区　　　　　　　　　　　　　　　分

号　給　数　別　内　訳

号　給　数　別　内　訳

前
　
　
　
年
　
　
　
度
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(5) 期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

（　　）内は、再任用職員の支給率である。

(6) 定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

定　年

定年前
早期

同　上 同　上 同　上 同　上 同　上

(7) その他の手当

同  　じ

区        分

備 考

本　　年　　度 有

区　　　　分
　  職制上の段階、職務の
　  級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率

定年前早期退職
特例措置
(２%～45%加算)

一般会計の制度
（支給率等）

扶　養　手　当

地　域　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

一般会計の制度との異同

同  　じ

同  　じ

同    じ

区　　　　分

前　　年　　度 有

支給率等

備 考

一般会計の制度 有
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千円 千円 千円 千円

令和

計

１資本的支出 １建設改良費

古川雨水幹
線整備事業
古川雨水幹
線バイパス
管工事●●

年度 年割額

左 の 財 源 内 訳

国　庫
補助金

継 続 費 に 関

款 項 事業名

全  体  計  画

企業債
 損益勘定
 留保資金
 等
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千円 千円 千円 千円

令和

計

１資本的支出 １建設改良費

古川雨水幹
線整備事業
古川雨水幹
線バイパス
管工事●●

年度 年割額

左 の 財 源 内 訳

国　庫
補助金

継 続 費 に 関

款 項 事業名

全  体  計  画

企業債
 損益勘定
 留保資金
 等

千円 千円 千円 千円 千円 ％

－ － － － －
逓次繰越
30,000千円

－ －
逓次繰越
4,380千円

－ －
逓次繰越
4,380千円

－ － －

－ － －

－ － － －

－ － － －

 当該年度末
 までの支払
 義務発生予
 定額

 翌年度以降
 の支払義務
 発生予定額

 継続費の総
 額に対する
 進捗率

す る 調 書

備  考

 前々年度末
 までの支払
 義務発生額

 前年度末ま
 での支払義
 務発生（見
 込）額

 当該年度支
 払義務発生
 予定額
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期    間 金額 期    間 金額
国 庫
補 助 金

雨水処理
負 担 金

損益勘定留
保資金等

千円 千円 千円 千円 千円 千円

※損失補償については、限度額の範囲内で補償する。

－ －

償還完了日まで

－

－ － 令和７年度

債務負担行為に関する調書

－

－

事        項 限 度 額

－
水洗便所普及促進事業にもと
づく金融機関に対する損失補
償（令和６年度分）

令和６年度

左　の　財　源　内　訳

水洗便所普及促進事業にもと
づく金融機関に対する損失補
償（令和７年度分）

償還完了日まで

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生

見 込 ） 額

雨水出水浸水想定区域図作成
業務委託
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議案
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１　営業収益

(1) 下水道使用料

(2) 雨水処理負担金

(3) その他営業収益

２　営業費用

(1) 管渠費

(2) ポンプ場費

(3) 流域下水道管理費

(4) 普及促進費

(5) 業務費

(6) 総係費

(7) 減価償却費

(8) 資産減耗費

　　営業損失

３　営業外収益

(1) 受取利息

(2) 他会計負担金

(3) 補助金

(4) 長期前受金戻入

(5) 雑収益

４　営業外費用

(1) 支払利息

(2) 雑支出

　　経常利益

５　特別利益

(1) 固定資産売却益

６　特別損失

(1) 固定資産売却損

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　　当年度未処分利益剰余金

(単位：千円)

令和６年度寝屋川市下水道事業予定損益計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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１　固定資産

(1) 有形固定資産

　イ  土地

　ロ  建物

　　  減価償却累計額 △ 149,439

　ハ  構築物

　　  減価償却累計額 △ 28,908,729

　ニ  機械及び装置

　　  減価償却累計額 △ 375,027

　ホ  工具器具備品

　　  減価償却累計額 △ 2,084

　ヘ  建設仮勘定

　　有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

　イ　地上権

　ロ  施設利用権

　ハ  電話加入権

　  無形固定資産合計

　  固定資産合計

２　流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

　  貸倒引当金 △ 5,719

　　流動資産合計

　　資産合計

(単位：千円)

令和６年度寝屋川市下水道事業予定貸借対照表

(令和７年３月31日現在）

資産の部
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３　固定負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) 引当金

　イ  退職給付引当金

　　引当金合計

　  固定負債合計

４　流動負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) 未払金

(3) 前受金

(4) 引当金

　イ  賞与引当金

　ロ  法定福利費引当金

  　引当金合計

(5) 預り金

　　流動負債合計

５　繰延収益

　　長期前受金

　　収益化累計額 △ 8,819,826

　　繰延収益合計

　　負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　イ  受贈財産評価額

　ロ  国庫補助金

　  資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　イ  減債積立金

　ロ  当年度未処分利益剰余金

　　繰越未処分利益剰余金

　　その他未処分利益剰余金

　  当年度純利益

 　 利益剰余金合計

 　 剰余金合計

 　 資本合計

　　負債資本合計

負債の部

資本の部
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３　固定負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) 引当金

　イ  退職給付引当金

　　引当金合計

　  固定負債合計

４　流動負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) 未払金

(3) 前受金

(4) 引当金

　イ  賞与引当金

　ロ  法定福利費引当金

  　引当金合計

(5) 預り金

　　流動負債合計

５　繰延収益

　　長期前受金

　　収益化累計額 △ 8,819,826

　　繰延収益合計

　　負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　イ  受贈財産評価額

　ロ  国庫補助金

　  資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　イ  減債積立金

　ロ  当年度未処分利益剰余金

　　繰越未処分利益剰余金

　　その他未処分利益剰余金

　  当年度純利益

 　 利益剰余金合計

 　 剰余金合計

 　 資本合計

　　負債資本合計

負債の部

資本の部

１　営業収益

(1) 下水道使用料

(2) 雨水処理負担金

(3) その他営業収益

２　営業費用

(1) 管渠費

(2) ポンプ場費

(3) 流域下水道管理費

(4) 普及促進費

(5) 業務費

(6) 総係費

(7) 減価償却費

(8) 資産減耗費

　　営業損失

３　営業外収益

(1) 受取利息

(2) 他会計負担金

(3) 補助金

(4) 長期前受金戻入

(5) 雑収益

４　営業外費用

(1) 支払利息

(2) 雑支出

　　経常利益

５　特別利益

(1) 固定資産売却益

６　特別損失

(1) 固定資産売却損 △ 5

７　予備費

(1) 予備費 △ 5,000

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　　当年度未処分利益剰余金

(単位：千円)

令和７年度寝屋川市下水道事業予定損益計算書

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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１　固定資産

(1) 有形固定資産

　イ  土地

　ロ  建物

　　  減価償却累計額 △ 204,799

　ハ  構築物

　　  減価償却累計額 △ 31,350,564

　ニ  機械及び装置

　　  減価償却累計額 △ 411,588

　ホ  工具器具備品

　　  減価償却累計額 △ 2,147

　ヘ  建設仮勘定

　　有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

　イ  地上権

　ロ  施設利用権

　ハ  電話加入権

　  無形固定資産合計

　  固定資産合計

２　流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

　  貸倒引当金 △ 6,166

　　流動資産合計

　　資産合計

(単位：千円)

令和７年度寝屋川市下水道事業予定貸借対照表

(令和８年３月31日現在）

資産の部
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１　固定資産

(1) 有形固定資産

　イ  土地

　ロ  建物

　　  減価償却累計額 △ 204,799

　ハ  構築物

　　  減価償却累計額 △ 31,350,564

　ニ  機械及び装置

　　  減価償却累計額 △ 411,588

　ホ  工具器具備品

　　  減価償却累計額 △ 2,147

　ヘ  建設仮勘定

　　有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

　イ  地上権

　ロ  施設利用権

　ハ  電話加入権

　  無形固定資産合計

　  固定資産合計

２　流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

　  貸倒引当金 △ 6,166

　　流動資産合計

　　資産合計

(単位：千円)

令和７年度寝屋川市下水道事業予定貸借対照表

(令和８年３月31日現在）

資産の部

３　固定負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) 引当金

　イ  退職給付引当金

　　引当金合計

　  固定負債合計

４　流動負債

(1) 企業債

　イ  建設改良費等の財源に

　　  充てるための企業債

　  企業債合計

(2) 未払金

(3) 前受金

(4) 引当金

　イ  賞与引当金

　ロ  法定福利費引当金

  　引当金合計

(5) 預り金

　　流動負債合計

５　繰延収益

　　長期前受金

　　収益化累計額 △ 9,618,126

　　繰延収益合計

　　負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　イ  受贈財産評価額

　ロ  国庫補助金

　  資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　イ  減債積立金

　ロ  当年度未処分利益剰余金

　　繰越未処分利益剰余金

　  当年度純利益

 　 利益剰余金合計

 　 剰余金合計

 　 資本合計

　　負債資本合計

負債の部

資本の部
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注 記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産

ア 減価償却の方法

定額法による。

イ 主な耐用年数

建物（建物附属設備を含む。）

ポンプ場用建物 ～ 年

構築物

下水管渠、人孔及び桝 年

排水施設（ゲート設備） 年

機械及び装置

ポンプ設備 年

電気設備 ６～ 年

工具器具備品

パーソナルコンピュータ他 ４～５年

⑵ 無形固定資産

ア 減価償却の方法

定額法による。

イ 主な耐用年数

地上権 ５年

施設利用権

寝屋川北部流域下水道事業建設負担金 年

２ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員（下水道事業会計に在籍したことのある一般会計等在籍職員を

含む。）の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要

支給額に相当する金額のうち、一般会計等が負担すると見込まれる金

額（ 円）を除き、下水道事業会計が負担すると見込まれ

る金額を計上している。
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注 記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産

ア 減価償却の方法

定額法による。

イ 主な耐用年数

建物（建物附属設備を含む。）

ポンプ場用建物 ～ 年

構築物

下水管渠、人孔及び桝 年

排水施設（ゲート設備） 年

機械及び装置

ポンプ設備 年

電気設備 ６～ 年

工具器具備品

パーソナルコンピュータ他 ４～５年

⑵ 無形固定資産

ア 減価償却の方法

定額法による。

イ 主な耐用年数

地上権 ５年

施設利用権

寝屋川北部流域下水道事業建設負担金 年

２ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員（下水道事業会計に在籍したことのある一般会計等在籍職員を

含む。）の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要

支給額に相当する金額のうち、一般会計等が負担すると見込まれる金

額（ 円）を除き、下水道事業会計が負担すると見込まれ

る金額を計上している。

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備

えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の

負担に属する額（ 月から３月までの４か月分）を計上している。

⑶ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権、貸倒懸念債権、

破産更生債権等、それぞれの貸倒見込率に基づく回収不能見込額を計

上している。

Ⅱ 減損損失に関する注記

該当事項なし

Ⅲ 予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日

から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が

負担すると見込まれる額は、 千円である。

２ 損失補償債務

会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満

たすような事態が生じた場合に債務となるものは、次のとおりである。

事 項 損失補償限度額

水洗便所普及促進事業にもとづく金融

機関に対する損失補償（令和６年度分）
千円

水洗便所普及促進事業にもとづく金融

機関に対する損失補償（令和７年度分）
千円

Ⅳ その他

１ 引当金の取崩し

⑴ 退職給付引当金の取崩し

令和７年度において、退職手当を支給するため、退職給付引当金

円を取り崩す。
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⑵ 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る

法定福利費の支払のため、賞与引当金 円及び法定福利費引

当金 円を取り崩す。

⑶ 貸倒引当金の取崩し

令和７年度において、債権の不納欠損処理を実施するため、貸倒引

当金 円を取り崩す。
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⑵ 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る

法定福利費の支払のため、賞与引当金 円及び法定福利費引

当金 円を取り崩す。

⑶ 貸倒引当金の取崩し

令和７年度において、債権の不納欠損処理を実施するため、貸倒引

当金 円を取り崩す。

 

参 考 資 料

 

 

 
凡 例 
説明欄の節区分等の内訳については、下記のとおり略している。 

負 担 金…負 報 酬…報酬 災 害 補 償 費…災 旅 費…旅

福 利 厚 生 費…福厚 職 員 研 修 費…職研 報 償 費…報償 被 服 費…被

備 消 品 費…備消 印 刷 製 本 費…印 燃 料 費…燃 修 繕 費…修

動 力 費…動力 光 熱 水 費…光 食 糧 費…食 通 信 運 搬 費…通運

手 数 料…手 保 険 料…保 交 通 費…交 委 託 料…委

賃 借 料…賃借 材 料 費…材 工 事 請 負 費…工 会 費 分 担 金…会

補 償 及 び 賠 償 費…補償 補 助 交 付 金…補助 公 課 費…公課 調 査 研 究 費…調研

貸 倒 引 当 金 繰 入 額…貸繰 有形固定資産減価償却費…有減 無形固定資産減価償却費…無減 固 定 資 産 除 却 費…除却

企 業 債 利 息…企利 一 時 借 入 金 利 息…一利 そ の 他 雑 支 出…そ雑 消費税及び地方消費税…消税

固 定 資 産 売 却 損…固損 管 渠 整 備 費…管整 ポ ン プ 場 整 備 費…ポ整 工具器具備品購入費…工具

流域下水道建設負担金…流建 企 業 債 償 還 金…償還 その他資本的支出…そ資
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千円 千円 千円

1 下水道事業収益

1 営業収益

1 下水道使用料 △ 39,103

2 雨水処理負担金

3 その他営業収益

2 営業外収益 △ 11,088

1 受取利息

2 他会計負担金 △ 10,329

3 補助金

4 長期前受金戻入 △ 7,791

5 雑収益 △ 277

3 特別利益

1 固定資産売却益

目 本 年 度 前 年 度

予　算　明　細　書

[収益的収入]

款 項 比 較
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節 金  額

千円 千円 千円

１　営業収益

　(1）下水道使用料

一 般 用 　　ア　一般用 22,082,000㎥

浴 場 用 　　イ　浴場用   　48,000㎥

　(2）雨水処理負担金

1 雨水処理負担金 雨 水 処 理 負 担 金 　(3）手数料

督 促 手 数 料

指 定 工 事 店 指 定
手 数 料

２　営業外収益

　(1）他会計負担金

普 通 預 金 利 息 　(2）補助金

定 期 預 金 利 息 　　ア　雨水出水浸水想定区域図作成業務委託に

預 託 金 利 息 　　　　伴う国庫補助金

　　イ　雨水出水浸水想定区域図、内水ハザードマップ

1 他会計負担金 他 会 計 負 担 金 　　　　印刷製本に伴う国庫補助金

　　ウ　不明水調査業務委託に伴う国庫補助金

1 国庫補助金 国 庫 補 助 金 　　エ　下水道管路点検調査業務委託に伴う国庫補助金

　　オ　下水道維持・管理履歴データ作成業務委託に

1 長期前受金戻入 長 期 前 受 金 戻 入 　　　　伴う国庫補助金

　(3）長期前受金戻入

1 その他雑収益 そ の 他 雑 収 益 　(4）その他の収益

３　特別利益

　(1）固定資産売却益

1 固定資産売却益 固 定 資 産 売 却 益

1 受取利息

各 目 明 細
説　　　　明

附　　記

1 下水道使用料

1 手数料
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千円 千円 千円

1 下水道事業費

1 営業費用

1 管渠費

本 年 度

[収益的支出]

款 前 年 度 比 較項 目
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節 金  額

千円 千円 千円

１　営業費用

〔災害から命を守るための対策〕

1 給料 給料

地域手当 １　総合治水対策の推進に要する経費

住居手当   (1）雨水出水浸水想定区域図の作成

期末手当 　　ア　雨水出水浸水想定区域図作成業務委託料

勤勉手当 　　イ　雨水出水浸水想定区域図、内水ハザードマップ配布

通勤手当 　　　　業務委託料

時間外勤務手当 　　ウ　雨水出水浸水想定区域図、内水ハザードマップ印刷

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

共済組合負担金 〔衛生的で快適な生活の確保〕

災害補償基金負担金

厚生年金負担金 １　公共下水道（管路）維持管理等業務に要する経費

雇用保険料   (1）各種委託料

労働災害保険料 　　    下水道施設緊急復旧業務

5 法定福利費引当金
  繰入額

法定福利費引当金
繰入額

　      下水道施設清掃業務

6 旅費 旅費 　　    管渠清掃業務

7 備消品費 備消品費 　　    大利マンホールポンプ清掃業務

8 印刷製本費 印刷製本費 　　    下水道管理システム保守業務

9 修繕費 修繕費 　　    下水道管理システムデータ更新業務

10 動力費 動力費 　　　　下水道管路点検調査業務

11 光熱水費 光熱水費 　　    不明水調査業務

12 通信運搬費 通信運搬費 　　　　下水道維持・管理履歴データ作成業務

13 手数料 手数料 　　　　ウォーターＰＰＰ導入可能性調査業務

14 委託料 委託料 　(2）材料費

15 賃借料 賃借料 　(3）管渠管理工事

16 材料費 材料費 　(4）その他

17 工事請負費 工事請負費 　　　　旅　　 8　備消　271　修　2,800　動力　2,897

　　　　光 　106　通運　829　手　　114　賃借　　612

〔人件費等〕

１　人件費

　(1）一般職員（１人）

　(2）再任用職員（１人）

　(3）会計年度任用職員

附　　記

各 目 明 細

2 手当等

4 法定福利費

説　　　　明
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千円 千円 千円

本 年 度款 前 年 度 比 較項 目

2 ポンプ場費

3 流域下水道管理費
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節 金  額

千円 千円 千円

附　　記

各 目 明 細
説　　　　明

〔災害から命を守るための対策〕

1 給料 給料

地域手当 １　公共下水道（雨水対策事業）の推進に要する経費

扶養手当 　(1）各種委託料

管理職手当 　      南前川ポンプ場運転管理業務

住居手当 　      南前川ポンプ場電気設備保安管理業務

期末手当 　      大利ポンプ場点検整備業務

勤勉手当 　　　　大利・高宮ポンプ場監視装置保守点検業務

通勤手当 　      高宮ポンプ場運転管理業務

時間外勤務手当 　　　　高宮ポンプ場電気設備保安管理業務

児童手当         高宮ポンプ場地下タンク漏洩検査業務

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 　(2）その他

共済組合負担金 　　　　負　　　409　旅　  8　備消　550　修　3,500

災害補償基金負担金 　　　　動力　6,996　光　851　通運　211　

雇用保険料

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

〔人件費等〕

6 負担金 負担金

7 旅費 旅費 １　人件費等

8 備消品費 備消品費 　(1）一般職員（２人）

9 修繕費 修繕費 　(2）再任用職員（１人）

10 動力費 動力費

11 光熱水費 光熱水費

12 通信運搬費 通信運搬費

13 委託料 委託料

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 負担金 負担金

１　流域下水道関連業務に要する経費

　　　寝屋川北部流域下水道事業維持管理負担金

4 法定福利費

2 手当等
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千円 千円 千円

本 年 度款 前 年 度 比 較項 目

4 普及促進費

5 業務費

6 総係費 △ 7,081
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節 金  額

千円 千円 千円

附　　記

各 目 明 細
説　　　　明

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 給料 給料

地域手当 １　公共下水道への接続の推進に要する経費

期末手当 　(1）水洗便所改造資金助成金（補助）

勤勉手当 　(2）水洗便所改造資金融資あっせん（補償）

時間外勤務手当 　(3）その他

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 　　　　旅　4　備消　82　通運　5

共済組合負担金

災害補償基金負担金 〔人件費等〕

雇用保険料

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

１　人件費（再任用職員１人）

6 旅費 旅費

7 備消品費 備消品費

8 通信運搬費 通信運搬費

9 補助交付金 補助交付金

10 補償及び賠償費 補償及び賠償費

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 給料 給料

地域手当 １　下水道使用料等徴収業務に要する経費

期末手当 　(1）各種負担金

勤勉手当 　　ア　下水道使用料徴収事務負担金

通勤手当 　　イ　預貯金オンライン照会システム負担金

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額 　　ウ　水道料金システム更新業務費用負担金

共済組合負担金 　(2）その他

災害補償基金負担金 　　　　備消　18　通運　4

雇用保険料

労働災害保険料 〔人件費等〕

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

6 負担金 負担金 １　人件費

7 備消品費 備消品費 　(1）再任用職員（１人）

8 通信運搬費 通信運搬費 　(2）会計年度任用職員

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 給料 給料

地域手当 １　下水道事業の経営基盤の安定に要する経費

扶養手当 　(1）出納取扱金融機関業務（負）

管理職手当 　(2）各種委託料

期末手当 　　　　公営企業の経理事務支援

勤勉手当 　　　　公営企業会計システム保守等

通勤手当 　(3）貸倒引当金繰入額

管理職員特別勤務手当 　(4）公営企業会計システム賃借料

時間外勤務手当 　(5）その他

児童手当 　　　　職研　40　印　209　通運　41

3 賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入額

4 法定福利費 共済組合負担金

4 法定福利費

4 法定福利費

2 手当等

2 手当等

2 手当等
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千円 千円 千円

本 年 度款 前 年 度 比 較項 目

7 減価償却費 △ 31,643

－ 96 －



節 金  額

千円 千円 千円

附　　記

各 目 明 細
説　　　　明

災害補償基金負担金 ２　下水道事業管理運営業務に要する経費

厚生年金負担金 　(1）各種負担金

雇用保険料 　　ア　庁舎使用等負担金

労働災害保険料 　　イ　電算機使用負担金

5 法定福利費引当金
　繰入額

法定福利費引当金
繰入額

　　ウ　広報誌負担金

6 負担金 負担金 　　エ　枚方市公共下水道への汚水流入に伴う負担金

7 退職給付費 退職給付費 　　オ　人事給与システム使用負担金

8 災害補償費 災害補償費 　(2）各種委託料

9 旅費 旅費 　　    職員定期健康診断業務

10 福利厚生費 福利厚生費 　　　　特定業務健康診断業務

11 職員研修費 職員研修費 　　    情報機器作業職員健康診断業務

12 報償費 報償費 　　    ストレスチェック業務

13 被服費 被服費 　(3）各種会費分担金

14 備消品費 備消品費 　　ア　日本下水道協会

15 印刷製本費 印刷製本費 　　イ　大阪府下水道協会

16 燃料費 燃料費 　　ウ　大阪府下水道事業促進協議会

17 食糧費 食糧費 　(4）その他

18 通信運搬費 通信運搬費 　　　　災　 　10　旅　  446　福厚  73　報償　112

19 保険料 保険料 　　　　被　   42　備消  155　燃 　207　食　　 10

20 交通費 交通費 　　　　通運　 18　保 　 575  交　  20　賃借　586

21 委託料 委託料 　　　　補償　100

22 賃借料 賃借料

23 会費分担金 会費分担金 〔人件費等〕

24 補償及び賠償費 補償及び賠償費

25 貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額 １　人件費等

　(1）一般職員（１人）

　(2）会計年度任用職員

　(3）退職給付費

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 有形固定資産
　減価償却費

有形固定資産
減価償却費

2 無形固定資産
　減価償却費

無形固定資産
減価償却費

１　下水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　(1）下水道事業所有有形固定資産の減価償却費

　(2）下水道事業所有無形固定資産の減価償却費
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千円 千円 千円

本 年 度款 前 年 度 比 較項 目

8 資産減耗費

2 営業外費用 △ 42,537

1 支払利息 △ 12,122

2 雑支出 △ 8,294

3 消費税及び地方消費税 △ 22,121

3 特別損失

1 固定資産売却損

4 予備費

1 予備費
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節 金  額

千円 千円 千円

附　　記

各 目 明 細
説　　　　明

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 固定資産除却費 資産減耗費

１　下水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　　　下水道事業所有固定資産の除却費

２　営業外費用

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 企業債利息 企業債利息

2 一時借入金利息 一時借入金利息 １　下水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　(1）企業債利息

　　ア　公共下水道事業

　　イ　流域下水道事業

　　ウ　資本費平準化

　(2）一時借入金利息

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 その他雑支出 その他雑支出

１　下水道使用料等徴収業務に要する経費

　(1）過年度下水道使用料還付金

　(2）過年度下水道使用料振替

２　下水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　　　非課税売上等に対する資本的支出の消費税

　　　及び地方消費税

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 消費税及び
　地方消費税

消費税及び
地方消費税

１　下水道事業の経営基盤の安定に要する経費

  　　消費税及び地方消費税

３　特別損失

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 固定資産売却損 固定資産売却損

１　下水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　　　固定資産売却損

４　予備費

〔予備費〕

1 予備費 予備費

１　予備費
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千円 千円 千円

1 資本的収入 △ 907,002

1 企業債 △ 790,100

1 企業債 △ 790,100

2 補助金 △ 155,200

1 補助金 △ 155,200

3 他会計出資金 △ 15,280

1 他会計出資金 △ 15,280

4 工事負担金

1 受益者負担金 △ 336

2 工事負担金

5 固定資産売却代金

1 固定資産売却代金

6 その他資本的収入

1 その他資本的収入

[資本的収入]

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
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節 金  額

千円 千円 千円

１　企業債

　(1）公共下水道事業債

公共下水道事業債 　(2）流域下水道事業債

流域下水道事業債 　(3）資本費平準化債

資本費平準化債 　(4）資本費平準化債（借換債）

２　補助金

  (1）古川雨水幹線バイパス管工事委託に伴う

1 国庫補助金 国庫補助金       国庫補助金

　(2）下水道管路施設耐震工事に伴う

　　　国庫補助金

　(3）南水苑町、下神田町地内公共下水道管路改築工事

　　　に伴う国庫補助金

３　他会計出資金

　(1）他会計出資金

1 他会計出資金 他会計出資金

４　工事負担金

　(1）受益者負担金

1 受益者負担金 受益者負担金 　(2）工事負担金

　　　　京阪本線連続立体交差事業に伴う公共下水道

1 工事負担金 工事負担金 　　　　管路移設工事負担金

５　固定資産売却代金

　(1）固定資産売却代金

1 固定資産売却代金 固定資産売却代金

６　その他資本的収入

　(1）水洗便所改造資金融資あっせん事業預託金戻入

1 その他資本的収入 その他資本的収入 　　  

各 目 明 細
説　　　　明

附　　記

1 企業債
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千円 千円 千円

1 資本的支出 △ 915,302

1 建設改良費 △ 575,358

1 事務費

2 施設等整備費 △ 456,935

[資本的支出]

款 項 前 年 度 比 較目 本 年 度
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千円 千円 千円

1 資本的支出 △ 915,302

1 建設改良費 △ 575,358

1 事務費

2 施設等整備費 △ 456,935

[資本的支出]

款 項 前 年 度 比 較目 本 年 度
節 金  額

千円 千円 千円

１　建設改良費

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 給料 給料

地域手当 １　下水道使用料等徴収業務に要する経費（通運）

扶養手当

管理職手当 ２　公共下水道（管路）維持管理等業務に要する経費

住居手当 　(1）京阪本線連続立体交差事業に伴う公共下水道管路移設

期末手当 　　　工事に伴う実施設計業務委託

勤勉手当 　(2）その他

通勤手当 　　　　負　744　旅　30　備消　103　賃借　116

時間外勤務手当 〔人件費等〕

児童手当

共済組合負担金 １　人件費等（一般職員６人）

災害補償基金負担金

4 負担金 負担金

5 旅費 旅費

6 備消品費 備消品費

7 通信運搬費 通信運搬費

8 委託料 委託料

9 賃借料 賃借料

〔災害から命を守るための対策〕

委託料

工事請負費 １　公共下水道（雨水対策事業）の推進に要する経費

  (1）補助事業

　　　　古川雨水幹線バイパス管工事

〔衛生的で快適な生活の確保〕

１　公共下水道（管路）維持管理等業務に要する経費

  (1）補助事業

　　ア　下水道管路施設耐震工事

　　イ　南水苑町、下神田町地内公共下水道管路改築工事

　(2）単独事業

　　ア　京阪本線連続立体交差事業に伴う公共下水道管路

　　　　移設工事

　　イ　池田西町地内雨水管布設工事

　　ウ　汚水桝設置工事

　　エ　雑工事

3 法定福利費

2 手当等

説　　　　明

1 管渠整備費

附　　記

各 目 明 細

－ 103 －



千円 千円 千円

款 項 前 年 度 比 較目 本 年 度

3 流域下水道建設費 △ 126,528

3 固定資産購入費 △ 2,000

2 企業債償還金 △ 339,944

1 企業債償還金 △ 339,944

3 その他資本的支出

1 その他資本的支出
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千円 千円 千円

款 項 前 年 度 比 較目 本 年 度

3 流域下水道建設費 △ 126,528

3 固定資産購入費 △ 2,000

2 企業債償還金 △ 339,944

1 企業債償還金 △ 339,944

3 その他資本的支出

1 その他資本的支出

節 金  額

千円 千円 千円

説　　　　明
附　　記

各 目 明 細

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 流域下水道建設
　負担金

負担金

１　流域下水道関連業務に要する経費

　　　寝屋川北部流域下水道事業建設負担金

２　企業債償還金

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 企業債償還金 企業債償還金

１　下水道事業の経営基盤の安定に要する経費

　(1）企業債元金償還金

　　ア　公共下水道事業

　　イ　流域下水道事業

　　ウ　資本費平準化

３　その他資本的支出

〔衛生的で快適な生活の確保〕

1 その他資本的支出 その他資本的支出

１　公共下水道への接続の推進に要する経費

　　　水洗便所改造資金融資あっせん事業に伴う預託金
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(1) 事業別及び借入先別明細書

償 還 済 額 未 償 還 額

公 共 下 水 道 事 業 債

流 域 下 水 道 事 業 債

資 本 費 平 準 化 債

財 務 省

旧 日 本 郵 政 公 社

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

大 阪 府

銀 行 等

―

― ―

合計(Ｃ)＋(Ｄ)

既　 　借 　　入 　　額

(Ａ)

（

Ａ
）
の
事
業
別
内
訳

（

Ａ
）
の
借
入
先
別
内
訳

令和６年度借入予定額

(Ｂ)

小計(Ｃ)＝(Ａ)＋(Ｂ)

令和７年度予算措置額

(Ｄ)

令和７年度寝屋川市下水道事業企業債状況

借　入　額
前 年 度 末
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(1) 事業別及び借入先別明細書

償 還 済 額 未 償 還 額

公 共 下 水 道 事 業 債

流 域 下 水 道 事 業 債

資 本 費 平 準 化 債

財 務 省

旧 日 本 郵 政 公 社

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

大 阪 府

銀 行 等

―

― ―

合計(Ｃ)＋(Ｄ)

既　 　借 　　入 　　額

(Ａ)

（

Ａ
）
の
事
業
別
内
訳

（

Ａ
）
の
借
入
先
別
内
訳

令和６年度借入予定額

(Ｂ)

小計(Ｃ)＝(Ａ)＋(Ｂ)

令和７年度予算措置額

(Ｄ)

令和７年度寝屋川市下水道事業企業債状況

借　入　額
前 年 度 末

（単位：円）

元　　金 利　　子 計 償 還 済 額 未 償 還 額

― ―

― ― ― ―

令和７年度寝屋川市下水道事業企業債状況

令 和 ７ 年 度 償 還 額 当 該 年 度 末
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（単位：円）

元 金 利 子

当 該 年 度 末
備　　考

償 還 済 額 未 償 還 額計
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

(2) 償還明細書

平成

借入年度 借　　入　　先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

償 還 済 額 未 償 還 額

財務省

財務省

大阪府

財務省

財務省

大阪府

財務省

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省
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（単位：円）

元 金 利 子

当 該 年 度 末
備　　考

償 還 済 額 未 償 還 額計
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

(2) 償還明細書

平成

借入年度 借　　入　　先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

償 還 済 額 未 償 還 額

財務省

財務省

大阪府

財務省

財務省

大阪府

財務省

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省
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（単位：円）

元 金 利 子

当 該 年 度 末
備　　考

償 還 済 額 未 償 還 額計
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

借入年度 借　　入　　先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

償 還 済 額 未 償 還 額

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

旧日本郵政公社

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

旧日本郵政公社

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構
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（単位：円）

元 金 利 子

当 該 年 度 末
備　　考

償 還 済 額 未 償 還 額計
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

借入年度 借　　入　　先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

償 還 済 額 未 償 還 額

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

旧日本郵政公社

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

旧日本郵政公社

財務省

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構
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借入年度 借　　入　　先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

償 還 済 額 未 償 還 額

枚方信用金庫

京都銀行

京都銀行

財務省

京都銀行

枚方信用金庫

財務省

京都銀行

大阪シティ信用金庫

京都銀行

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

京都銀行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

京都銀行

地方公共団体金融機構

令和
元

京都銀行

元 南都銀行

元 財務省

元 財務省

（単位：円）

元 金 利 子

当 該 年 度 末
備　　考

償 還 済 額 未 償 還 額計
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額

公共下水道事業

資本費平準化

流域下水道事業

公共下水道事業

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化

流域下水道事業

公共下水道事業

資本費平準化

資本費平準化

資本費平準化

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

資本費平準化
（借換債）

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

資本費平準化
（借換債）

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業
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借入年度 借　　入　　先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

償 還 済 額 未 償 還 額

枚方信用金庫

京都銀行

京都銀行

財務省

京都銀行

枚方信用金庫

財務省

京都銀行

大阪シティ信用金庫

京都銀行

財務省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財務省

地方公共団体金融機構

財務省

京都銀行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

京都銀行

地方公共団体金融機構

令和
元

京都銀行

元 南都銀行

元 財務省

元 財務省

（単位：円）

元 金 利 子

当 該 年 度 末
備　　考

償 還 済 額 未 償 還 額計
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額

公共下水道事業

資本費平準化

流域下水道事業

公共下水道事業

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化

流域下水道事業

公共下水道事業

資本費平準化

資本費平準化

資本費平準化

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

資本費平準化
（借換債）

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

資本費平準化
（借換債）

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業
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借入年度 借　　入　　先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

償 還 済 額 未 償 還 額

※　既往債のうち、償却原価法を適用すべき企業債は無い。

京都銀行

財務省

九個荘農業協同組合

南都銀行

財務省

京都銀行

枚方信用金庫

近畿産業信用組合

財務省

京都銀行

財務省

九個荘農業協同組合

財務省

財務省

財務省

京都銀行

合       計

財務省

財務省

枚方信用金庫

（単位：円）

元 金 利 子

当 該 年 度 末
備　　考

償 還 済 額 未 償 還 額計
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額

資本費平準化
（借換債）

流域下水道事業

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化

公共下水道事業

資本費平準化

公共下水道事業

資本費平準化
（借換債）

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化
（借換債）
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借入年度 借　　入　　先
借入日及び
償還満期日

借 入 額
年利率
（％）

前 年 度 末

償 還 済 額 未 償 還 額

※　既往債のうち、償却原価法を適用すべき企業債は無い。

京都銀行

財務省

九個荘農業協同組合

南都銀行

財務省

京都銀行

枚方信用金庫

近畿産業信用組合

財務省

京都銀行

財務省

九個荘農業協同組合

財務省

財務省

財務省

京都銀行

合       計

財務省

財務省

枚方信用金庫

（単位：円）

元 金 利 子

当 該 年 度 末
備　　考

償 還 済 額 未 償 還 額計
償　還　日

       令  和  ７  年  度  償  還  額

資本費平準化
（借換債）

流域下水道事業

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化

資本費平準化
（借換債）

資本費平準化

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化

公共下水道事業

資本費平準化

公共下水道事業

資本費平準化
（借換債）

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化
（借換債）
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年利率

(％) 償 還 済 額 未 償 還 額

－

６

年
度

－ －

７

年
度

－ －

借入
年度

借 入 先
借入日及び
償還満期日

借　入　額
前 年 度 末

償 還 日

既　借　入　分　（Ａ）

令
和

財 務 省

銀 行 等

（

予
定
）

    小    計    (Ｂ) － －

小計 (Ｃ)=(Ａ)＋(Ｂ)

令
和

財 　　務　 　省
又　　は

地 方 公 共 団 体
金   融   機   構

－ － － －

銀 　　行　 　等 － － －

－ － －

－

合　計　(Ｃ)＋(Ｄ)

－

（

予
算
）

    小    計    (Ｄ)
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年利率

(％) 償 還 済 額 未 償 還 額

－

６

年
度

－ －

７

年
度

－ －

借入
年度

借 入 先
借入日及び
償還満期日

借　入　額
前 年 度 末

償 還 日

既　借　入　分　（Ａ）

令
和

財 務 省

銀 行 等

（

予
定
）

    小    計    (Ｂ) － －

小計 (Ｃ)=(Ａ)＋(Ｂ)

令
和

財 　　務　 　省
又　　は

地 方 公 共 団 体
金   融   機   構

－ － － －

銀 　　行　 　等 － － －

－ － －

－

合　計　(Ｃ)＋(Ｄ)

－

（

予
算
）

    小    計    (Ｄ)

（単位：円）

元　　金 利　　子 計 償 還 済 額 未 償 還 額

令　和 ７ 年 度 償 還 額 当 該 年 度 末
備　　考

公 共 下 水 道 事 業
流 域 下 水 道 事 業

資 本 費 平 準 化

資 本 費 平 準 化

公 共 下 水 道 事 業
流 域 下 水 道 事 業
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